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■S3 群（脳・知能・人間）－ 11 編（教育支援システム） 

4 章 教育・学習支援システム 
（執筆者：柏原昭博）[2010 年 2 月 受領] 

■概要■ 

 教育・学習支援システムでは，これまでいくつかのアーキテクチャが提案されているが，

どのような学習理論・学習観を基盤として学習者とのインタラクションをデザインするか，

システムにおける学習・教育活動をどうモデル化するかなどによって，設計・開発時に採用

されるアーキテクチャは異なったものとなる．近年，システムデザインの基盤となる学習理

論・学習観は，知識伝達から構成主義的・社会構成主義的学習観に基づく知識構築に主流が

移り，学習者自ら知識を構築するプロセスを促進するためのアーキテクチャに基づくシステ

ム開発が活発に行われている．また，こうした構成的な学習を実現可能とする情報インフラ

や情報通信機器がインターネット，Web やモバイル・ユビキタス機器など幅広く選択できる

ようになり，更に適応（Adaptation），学習の足場作り（Scaffolding），シミュレーション，仮

想現実感などのソフトウェア技術が高度化しており，同じアーキテクチャであってもより高

い学習効果を期待できるシステムが創出されている． 
 一方，教育・学習支援システムによる支援対象（ドメイン）については，教科教育の範囲

を超え，様々な真正なる文脈で求められる知識や能力に拡大している．特に，Web を学習・

教育リソースあるいは学習場として支援するシステムの開発が非常に顕著に行われている． 
 本章では，上述したような現状を踏まえて，(a)システムアーキテクチャ，(b)ドメイン，

の二つの観点から教育・学習支援システムについて解説する． 
 
【本章の構成】 

 本章では，教育・学習支援システムの主要なアーキテクチャとして，e ラーニング（4-1
節），ILE（4-2 節），CSCL（4-3 節），シミュレーション・仮想現実システム（4-4 節），ユビ

キタス・モバイル学習環境（4-5 節），認知ツール（4-6 節）について述べる．また，主要な

ドメインとして，言語学習（4-7 節），問題解決・理解支援（4-8 節），Web（4-9 節），障害

者教育支援（4-10 節）を対象とした教育・学習支援システムについて述べる． 
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■S3 群－11 編－4 章 

4-1 e ラーニング 
（執筆者：植野真臣）[2008 年 10 月 受領] 

 e ラーニングが実用化段階に入って久しいが，未だに注目される最先端情報技術の一つで

ある．その理由として，①知識社会の到来と学習価値の増大，②真正性の高い学習の必要性，

③遠隔分散知の共有の必要性，などがあげられる．本節では，e ラーニングの理論的背景，

定義，LMS（Learning Management System），教材コンテンツ開発法，評価システム，につい

て解説する． 
 
4-1-1 定 義 

 e ラーニングは一斉授業や集合研修の単なる近似ではない．もちろん，一斉授業や集合研

修を講師が話す様子を録画したビデオを単に Web で配信すればよいのではない．これでは，

教科書を電子化しただけの独習と変わりない．従来から研究されてきた CAI（Computer 
Assisted Instruction）は，教師によって行われてきた「教授過程」をコンピュータ上で表現し，

それを自動化しようとするものであったため，実用的には，あくまでも対面教授の近似にす

ぎず，十分な成果をもたらすことはできなかった．その後，研究が進み，教師が中心となる

「教授」をベースとした学習環境よりも，学習者（集団）自身が主体となり，学習者の自律

的学習を生起させることができる学習環境の方が，個々の学習を真正化し，より有意義で効

果的であることが明らかとなってきた． 
このような背景の下，e ラーニングは，新しい学習パラダイム，学習者集団の自律的な学

習生起を支援するコンピュータ環境として提案されたのである．それでも未だに e ラーニン

グを CAI の延長と考えている誤解も多い．例えば，クラークとメイヤー 1) は，「今日，e ラ

ーニングと呼ばれるものの多くは 30 年前からある CAI（Computer Aided Instruction）と本質

的に同じであり，多くの e ラーニング教材は，画面上に教科書を再現したものにすぎない」

と酷評している．また，ブラウンとドゥギッド 2) は，e ラーニングについて「ネットの価値

は，単にそれが遠隔地の人々が互いに話せるようになったことだけではない．ネットの本当

の価値は，コミュニケーション手段にディジタルコンテンツの配信をタイミングよく組み合

わせることができることにある」と指摘している．更に，ベンヨンらもまた，インターネッ

トを用いた授業の真の意味は，マルチメディア教材と協調学習を支援できる環境にあること

と主張している 3)．科学技術教育に限定しては，スキャンロン 4) がマルチメディア教材を用

いて実践的な経験をタイミングよく擬似的に経験させられることの重要性を主張している．

例えば，学習者が理論的な学習をしている最中のビデオ映像による実験の提示は，学習者が

理論と現象を関連付けて学習するために有効であると考えられる．また，植野と矢野 5) は，

e ラーニングを真正な実践と協働を実現するための自律的学習環境として定義している． 
このように多くの研究者が，e ラーニングの特徴として，協調学習，理論学習と実践・経

験の親和性の高さをあげている． 
 すなわち，e ラーニングとは，「(1)Multimedia：リソースのマルチメディアコンテンツによ

る教材の提示，(2)Collaboration：ネットワーク上での複数の学習者間の相互作用を通した学

習活動，(3)Computation：コンピュータの計算/推論機能による学習支援，という三つの要素
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の融合による新しい学習環境下での学習を意味し，地理的に分散した学習者集団によって構

成された学習共同体の生産的で自律的な協調的学習活動である」と定義できる 6)． 
以上より，e ラーニングとは単なるテクノロジーを指すのみでなく，社会的学習理論など

の新しい学習理論や哲学を含んだ最新の学習形態のことを意味していることが分かる 5)． 
 
4-1-2 LMS（Learning Management System） 

 e ラーニングを実現するためには，LMS（Learning Management System）と呼ばれる情報シ

ステムが必要となる．LMS は「学習（の生起）をマネジメントするためのシステム」6) であ

り，(1)コンテンツの Web 配信・管理，(2)CSCL（Computer Supported Collaborative Learning），
(3)受講者管理と学習履歴データ管理，(4)教材コースの登録・管理，の機能，(5)学習マネジ

メント機能をもつ 6)． 
(1)では，教材コンテンツとしてテキストのみでなく，画像・音声・動画などを用いたマル

チメディアコンテンツを Web を通じて配信できるように設計される必要性がある．これによ

り，実験プロセスや様々な現実の現象を再現することができ，例えば仮説実験学習や理論学

習のタイミニングに合わせた実験の提示などに用いることができる．しかし，コンテンツを

自習することだけなら，従来の CAI（Computer Aided Instruction）でも十分可能である．e ラ

ーニングの特徴は，更にインターネットにつながっていることであり，学習者間での協調学

習（Collaborative Learning）にある．例えば，マルチメディアコンテンツによって，実験とい

くつかの実験結果の仮説が選択肢として学習者に提示され，対立した仮説を選択した学習者

同士で電子掲示板上で議論させることが可能となる．更に，正解の実験結果をマルチメディ

アコンテンツとして提示することにより，その説明を電子掲示板上で議論させることができ

る．すなわち，科学者の科学的方法を追従することができ，真正性が高い学習が実現できる

のである． 
コンピュータを用いた協調学習の支援システムは CSCL と呼ばれ，LMS の中にもその機能

が埋め込まれていなければならない．CSCL は，学習者のレポートやプログラムなどの学習

成果物を Web 上で共有させ，電子掲示板で学習者同士で議論できる環境や相互評価システム

などを提供するだけでなく，協調学習を様々な形で支援する知的機能が付加されている．

CSCL は，有効な e ラーニングの設計のためにも最も重要な技術のひとつである．その理由

は，協調学習では①頑健な知識構築に貢献する，②学習動機を向上させる，③考え方などの

メタ知識の獲得を促進する，④議論の仕方や文章の書き方などの能力を向上させる，などの

利点があり，自律的学習環境を構築するために有効であるからである． 
 (3)で示したように，LMS では学習者の個人情報は詳細に管理されている．また，学習者

が学習したコンテンツの系列や学習所要時間，演習問題の結果や所要時間などを詳細にデー

タベースに蓄積できる機能があり，これらのデータを学習者や教師にフィードバックし，学

習の進捗などを管理できるのである． 
 また，(4)のように，多くの LMS では，教材コンテンツを登録し，管理する仕組みをもっ

ている．また，教材そのものを作成するソフトウェアは，オーサリングツールと呼ばれ，

LMS とは一般に区別される．教材コースの登録・管理システムでは，一般的に①教科管理，

②コース管理，③カテゴリー管理，④分野管理，⑤授業科目管理，についての登録・管理が

行える． 
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 (5)は，e ラーニングの定義による「コンピュータの計算/推論機能」に対応する．この機能

がない LMS は，単に学習（者）データを管理しているにすぎなく，「Learning Management 
System」が意味するような「学習をマネジメントするシステム，学習生起を支援するシス

テム」ではない．具体的には，大量の学習履歴データのデータマイニング機能 7) やそれらの

データを用いて学習者に適応的にアドバイスを行うエージェント機能や適応型学習環境機

能 6)，例えば，マルチメディアコンテンツにより実験を提示し，学習者が仮説選択肢を選ん

だあと，異なる結果を予測した学習者同士をつなぐ掲示板を自動的に提示し議論を誘発させ

るなど，学習者の状態に応じて適応的にインタフェースを変化させる LMS を実現させる形

式言語 6) などが開発されている． 
 
4-1-3 効果的なコンテンツ開発法 

 e ラーニングにおいて如何に効果的なコンテンツを作成するかは重要な課題である．メイ

ヤー 8) は，教材のマルチメディア提示（Multimedia Presentation）を「言葉（ナレーション）

と画像によるコンテンツ提示法」として定義し，様々な実験から最も有効なコンテンツ提示

法であることを示している．この事実を説明するモデルとして人間の知覚の二元通信路モデ

ル 9)（Dual-Channel Model）があげられる． 
二元通信路モデルは，人間の情報入力が聴覚通信路と視覚通信路の二つの独立した経路を

通じて行われ，二つの通信路それぞれ独立に決まった容量があると仮定したモデルである．

すなわち，一方の通信路を使っていなくてももう一方の通信路の作業記憶資源が増えるわけ

ではなく，二つの通信路を同時に使うことが効率的な作業記憶での資源の利用法であると考

えるモデルである． 
このモデルを基調とすると，図や動画などの視覚コンテンツとナレーションなどの聴覚コ

ンテンツを同時に提示し，同時に二つの経路に言語と図を送り込むことにより，符号変換の

認知負荷を大幅に減少させることができる．作業記憶の容量は一定であるので，入力情報の

解釈の負荷が減少することにより情報統合への資源配分が大きくなり，理解がより容易にな

ると考えられるのである．また，理解が進むために意味づけが活性化され，記憶が頑健にな

っていくと解釈できる． 
更にメイヤーは，様々なマルチメディアコンテンツに関する心理実験を繰り返し，以下の

ようなコンテンツ作成のための七つの原理を導いている． 
(1) マルチメディア原理：文章のみのコンテンツよりも図付の文章からの方がよく学習で

きる．また，最も効果的な提示法はナレーション付のアニメーションである． 
(2) 空間的近接原理：関連する文章と図がページ上で遠い場所に配置されるよりも近い場

所に配置される方がよく学習できる． 
(3) 時間的近接原理：関連する文章と図が別々に提示されるよりも同時に提示された方が

よく学べる． 
(4) 一貫性原理：無関係な内容がコンテンツに含まれていない方が含まれている場合より

もよく学習できる． 
(5) 提示形態原理：図，動画と文章の提示（視覚＋視覚）よりも，図，動画とナレーショ

ンの提示（視覚＋聴覚）の方がよく学習できる． 
(6) 冗長性原理：動画，ナレーション，文章の提示よりも動画，ナレーションだけの提示
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の方がよく学習ができる． 
(7) 個人差原理：(1)～(6)の原理による効果は，知識の多い学習者よりも知識の少ない学

習者に有効である． 
 
4-1-4 真正な評価を支援するシステム 

 e ラーニングとは，人工的で無理やりさせられる学習から「ありのままの学習（Learning in 
wild）」や「真正な学習（Authentic Learning）」への転換を目指して行われる行為である 10)．

つまり，テストなどで動機付けされない自律的な学習の実現こそが目的なのである．そのた

め，より現実的な文脈の下，真正な課題を設けて評価する必要がある．このような課題に対

して学習者によって生成される成果物を学習成果物と呼ぶ．e ラーニングでは学習成果物は

電子ファイルとして LMS 上に提出され，学習者関で共有される．その評価法は，(1)セルフ

アセスメント（自己評価），(2)ピアアセスメント（学習者同士の相互評価），(3)エキスパー

トアセスメント（教師などによる評価）に大別され，それぞれの評価システムは LMS 上に

組み込まれる．ただし，e ラーニングは教師がいなくても成り立たなくてはならないので，

基本的には(1),(2)の評価が中心となる．更に評価データは自動的に可視化され，リフレクシ

ョン（振り返り）の誘発による学習活用や学習者評価などに用いられる．また，真正な評価

においても，従来とおり，どの程度正しく知識を獲得したかを確認することは重要である． 
知識を計測したり，演習を促進するために LMS に埋め込まれたコンピュータテスティン

グを e テスティング 10) と呼ぶ．これらは，学習者個人の能力の相対的位置や知識状態，理解

していない知識などを可視化・フィードバックし，それらの結果も LMS に格納される．ま

た，近年，学習者自身に項目を作問させて実際にテストや演習問題に用いる方法が注目され

ており，「問題作り」が問題解決能力や問題分類能力を向上させ，学習者のメタ知識を発達さ

せる働きがあることが知られている 6)． 
一方，e ラーニングでは学習者の詳細な学習履歴が大量に蓄積されることが特徴である．

これらをデータマイニング 7) し，学習者や e ラーニングコース及び各コンテンツに重要な

フィードバックを与えることも重要な評価活動となる．このように e ラーニングでは，多種

かつ大規模な評価データが LMS 上で蓄積され，これらのデータを統一的に処理し，評価や

学習そのものに活用させる知的な情報システムが LMS に組み込まれる必要性がある．この

ようなシステムを一般に，e ポートフォリオマネジメントシステム 10) と呼び，単にデータを

格納するだけでなく，どのような評価用データ（e ポートフォリオ）をどのように収集・蓄

積し，学習や評価活動へ活用するかを支援するのである．特に e ラーニングに組み込まれた

e ポートフォリオは，多種多様で大規模であり，マネジメントシステムの必要性が高く，一

般的な e ポートフォリオマネジメントシステムに比較し，高度な機能が必要である． 
以上のように，e ラーニングでは多数の学習者が参加しても学習者の自律的な学習を生起

させ，協調的な活動から評価まで学習者間で行える環境を支援するのである． 
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10) 植野真臣, 永岡慶三(編著), “e テスティング,” 培風館, 2008. 
 
 
 
  

電子情報通信学会「知識ベース」 © 電子情報通信学会 2011 6/(50) 



S3 群－11 編〈ver.1/2011.7.4〉 
 

■S3 群－11 編－4 章 

4-2 ILE（知的学習環境） 
（執筆者：竹内 章）[2009 年 9 月 受領] 

 ILE（Intelligent Learning Environment）は，コンピュータ上に実現された仮想的な世界の中

での活動を通して，そこに埋め込まれた知識を学習するように用意された環境であり，学習

者の活動を支援システムが認識して学習を支援するものである．学習環境と支援機能の二つ

から構成されている点に特徴があり，Intelligent と呼ばれるゆえんは，学習者一人ひとりの活

動を認識して，それぞれに対して適切な援助を与えるところにある．学習環境は，マイクロ

ワールドと同様に学習者が主体的に環境に対して働きかけを行い，反応を観測しながら何ら

かの課題解決を行い，その過程において学習が進むように設計される．支援機能は，ITS
（Intelligent Tutoring System）1) と同様に学習者のモデリングを行い，その結果に従って学習

者への支援を行う． 
 
4-2-1 学習環境 

 人の学習にはいくつかの形態があり，教育の場面で最も一般的なのは教科書を読んだり講

義を聴いたりすることにより，教授対象の知識を直接伝えられる知識伝達型の学習である．

これに対して ILE では，学習者がコンピュータ内に作られた環境との情報のやり取り（イン

タラクション）を行いながら得た情報を解釈して，環境の中に埋め込まれた概念や知識を自

ら発見的に獲得する学習形態を実現する．これは図 4･1 に示すユーザインタフェースのモデ

ルと同様の構造である．教師（設計者）がもっている対象に関する理解のとおりに振る舞う

（デザインモデル）ことを目標にして学習環境（システム）を実装する．学習者（ユーザ）

が学習環境を利用することでインタラクションが発生し，学習環境は埋め込まれた概念や知

識をシステムイメージとして描いてみせる．学習者はシステムイメージを観察することで，

対象に対する理解（メンタルモデル）を形成していく． 

 

図 4・1 ユーザインタフェースのモデル 

 学習者は学習環境に対して様々な働きかけを行い，その結果を観察することによって学習

を進めていく．環境に用意されるのは，例えばシミュレータのように，具体的な対象物が存

在して，条件を設定して入力を与えるとその結果が事例として提示される学習対象領域の仮

想的な世界である．したがって，対象領域に関する知識が直接的に表現された情報として学

習者に伝えられることはなく，学習者がメンタルモデルを形成するためには，入出力の情報

からそれらの間にある関係を推察したり，複数の入出力関係を一般化したりしなければなら

ない．学習者には自らが積極的に環境とインタラクションを行うことが期待されており，良

いユーザインタフェースと同様に，自然に様々な働きかけを起こしたくなるようなアフォー

ダンスをもつ学習環境を用意する必要がある． 
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 ILE における学習は，学習者が能動的に知識を作り出す学習形態となることから，発見的

学習，あるいは構成主義的学習 2) と言われる．構成主義的学習は，経験したことを説明する

ようにメンタルモデルを構成していく学習であると言われている．最初は断片的で孤立して

いる経験的知識を相互に関連づけ，適切に一般化していくことで汎化された知識を獲得する．

しかし，全く何も知らないことに対していきなり複雑な知識を発見的に獲得することはほと

んど不可能であり，事前に一定の知識を有していることが前提となる．すなわち，既得知識

を利用して新たな経験を説明できるように理解していく学習，すでにもっているメンタルモ

デルを再構成していく学習である．既得知識との関連づけなしには進まない学習であり，関

連づけが行われるがゆえに，知識伝達型の学習よりも，より深い理解が得られると期待され

ている． 
 構成的な学習を進めるには，目的を達成するように何らかのプランを立てて行動すること

が必要であり，知識獲得に要する負荷は知識伝達型よりも一般に大きくなる．更に十分な情

報を収集していないなどの原因で誤った知識を獲得してしまう場合や，どうしてよいか分か

らなくなり行き詰まり状態になってしまう場合がある．したがって，学習目的を達成できる

ように適切な支援が必要となる． 
 学習環境を利用して発見的な学習を行っている学習者は，背景知識を利用しながら，図 4･
2 に示す活動を繰り返えしていると考えられる． 

 
図 4・2 ILE の構成と学習者の内的活動 

 
(1) 目標を設定する 

 学習環境にある仮想世界中の対象の性質を推定する，対象がある状態になる条件を調

べる，現在のメンタルモデルから予想される結果を確認するなど，目標を設定する． 
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(2) 環境への働きかけを計画し，実行する 
 目標を達成するための方法を検討し，環境の設定や入力を決定して計画を実行する． 

(3) 環境から情報を収集する 
 環境に含まれる多くの情報の中から取捨選択して情報を収集し，整理する． 

(4) 結果を解釈し評価する 
 得られた結果を必要に応じて加工したり，意味づけを行うなど解釈し，結果が予想と

一致するかなどの検討を行う． 
(5) メンタルモデルを再構成する 

 結果を説明できるように学習対象のメンタルモデルを再構成したり，現在のモデルの

適用限界を認識したりする． 
 知識獲得にいたるまでにはこれらの過程を試行錯誤的に行っており，これは探索活動と見

なすことができる．こうした探索活動の中で学習者を支援する方法には，以下のように探索

の範囲を制限して負荷を軽くしたり，探索を方向づけて行き詰まりを解消する手立てがある． 
(1) 適切な抽象度のモデル提示 

 学習者の背景知識と学習目標に大きな飛躍がなく，段階的に学習を進められるように，

与える環境を支配するモデル，すなわち学習対象知識の複雑さが徐々に増加するように

環境の系列を用意する． 
(2) 環境操作の自由度制限 

 学習者の活動の(1)と(2)が独立に行われることはなく，学習者が目標を設定する場合

には，環境に対してできることを考慮しながら，その範囲内で計画を立てることになる．

したがって，環境への入力が制限することで学習者の目標設定の自由度が制限され，試

行錯誤の範囲を制約することが可能となる． 
(3) 可視化による観察対象の指示 

 現実には見えない情報を可視化することで，情報収集を支援する．(1)，(2)，(3)の
支援は仮想世界を学習環境として利用することで可能となるものである． 

(4) 課題を与えることによる目標設定 
 目標を与え試行錯誤を方向づけることで，学習者にかかる探索の負荷を軽減する．最

初の段階の目標設定に限らず，例えば結果を解釈する段階で部分的な目標を与えてデー

タ間の関連性に注目させるなど，それぞれの過程に応じた目標を与えることができる． 
(5) 利用可能な道具の制限 

 データを収集し整理するときには，通常，表やグラフなどを利用するし，データの加

工には電卓などの計算ツールを使用する．試行錯誤のプロセスではノートにメモを取る．

このような道具を作業ノートとして仮想環境に与えておくことで，結果の解釈に必要な

作業が簡便に行えるようになり，負荷が軽減されるだけでなく，陽に表現することで考

えを整理できる効果が得られる．更に，作業ノートの機能を制限することで学習者の活

動が自然に制約され，探索の範囲を狭めることができる． 
(6) 注目点を示唆 

 目標を与えて試行錯誤を方向付けるのと同じ効果を，学習環境からの出力情報や収集

したデータを整理・加工している作業ノート中の特定の情報に注目させることで得られ

る． 
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4-2-2 適応的支援 

 学習者それぞれはもっている背景知識も異なるし，試行錯誤的学習の過程も異なる．学習

者が置かれている状況に即して支援を実施するには，学習者の状況を支援システムが把握す

る必要があり，ITS と同様の方法が用いられる．通常の ITS では演繹的問題解決を対象にし

ており，学習者の問題解決過程を入力として，対象領域の知識を利用して学習者の状態を認

識し，学習者がもっている誤り知識を推定して誤り治療を行う．ILE においても，支援を与

える方法は異なるものの，個別の学習者の状態を推定して，それに適応した支援を行う． 
 ILE では学習者の能動的な活動を妨げないように支援システムが学習者の状態を把握し，

支援を与える必要がある．このインタフェースになるのが学習環境の仮想世界と作業ノート

である（図 4･2）．学習者の活動は，学習環境に対する操作列と，学習環境の状態として知る

ことができる．学習者が設定した目標や立てた仮説，試行錯誤の内容は，これらの思考活動

を記録しながら作業ができるように作業ノートを設計しておくことで把握が可能となる．こ

れらの情報をもとに学習者の状態を推定し，4-2-1 項で述べた方法で支援を実施する．状態推

定には次のような方法が用いられている． 
 
(1) 対象領域の制約検査 3) 
 仮想世界中の対象物は一般にいくつかの構成要素が組み合わされることで作られており，

それぞれの構成要素はそれ自身を特徴づけるいくつかのパラメータをもっている．したがっ

て，学習環境の状態は構成要素の接続関係とパラメータの集合として記述することができる．

そこで，対象領域がもつ性質をこれらの情報に対する制約として与えておけば，適切でない

状態を検出することができる．犯された制約を学習者が気づいていない対象領域の性質と見

なし，支援対象とする． 
 
(2) プラン認識 

 ある目標を達成するために必要な仕事を分割し，部分目標として定義する．更に部分目標

を分割してより小さい部分目標に分割する．分割を続けていくと，最終的には環境に働きか

けを行う具体的操作にまで分解される．このように階層的に目標を定義しておけば，ある目

標を達成するために実行するべき操作を支援システムが認識できる．必要とあれば，この情

報を用いて，学習者の代わりに環境を操作することもできる．逆に，学習者が行った操作を

当てはめれば，学習者が何をしようとしているのか，達成できている部分目標，まだできて

いない部分目標を認識することができる． 
 
(3) 仮説検査 

 環境中のパラメータ間の関係を見つけたり，ある関係が成立する条件を調べたりする場合

のように，環境から事例を集め仮説を立てて検証し，洗練していく学習の場合には，事例に

対する仮説の妥当性を検証する．収集済みの事例にカバーされる反例があれば，その事実を

見落としているか，仮説が不適切な可能性がある．上記のプラン認識で述べた方法で支援シ

ステムが学習者からは見えないところで内部的に学習環境を操作して，まだ収集していない

事例の中にカバーされない事例やカバーされる反例があれば，情報収集のためのアドバイス

を与えるなどの支援が行える． 
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■S3 群－11 編－4 章 

4-3 CSCL（協調学習支援システム） 
（執筆者：小尻智子）[2010 年 3 月 受領] 

 協調学習とは，様々な目的をもった複数の学習者が，共通の問題に対して相互作用しなが

ら学習目的を達成する学習形態のことである 1)．コンピュータ支援の下でより有意義な協調

学習を，地理的・空間的に離れた分散環境においても支援することを目的としたシステムは，

協調学習支援システム（CSCL：Computer-Supported Collaborative Learning）と呼ばれる．CSCL
には，分散環境下での相互作用を実現させる通信基盤に焦点を置いたものから，学習者間の

議論を分析して相互作用を積極的に支援するものまで，その支援対象に応じて多様な分野・

技術を用いた研究が存在している．渡邉の提案 2) に基づいて，支援対象の機能の観点から

CSCL を分類したものを図 4･3 に示す． 
CSCL には，大きく分けて，分散環境下で学習者間の相互作用を支援するための環境の構

築に焦点をあてたものと，学習者間の相互作用における知識レベルでの振舞いを対象とする

ものに分類できる．本節では，個々の特徴と，それらを扱ったシステムの例を示す． 
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図 4・3 CSCL の支援対策 

 
4-3-1 相互作用支援に焦点をあてた CSCL 

 学習者が空間を共有していない場合，通信手段が文字や動画に制限されているため，意思

疎通が困難な状況がある．分散環境下で効果的な協調学習を実現するためには，より現実世

界に近い学習手段としての環境を構築する必要がある．渡邉は，CSCL が実現しようとして

いる現実感の対象の相違から，Space Sharing, Field Sharing, Target Sharing いう概念を提唱して

いる 2)．Space Sharing は，チャットなどの文字ベースのやり取りではなく，より他者の存在

を意識できる Face-to-Face な空間を実現することを目的としている．より現実世界に近い情

報を学習者に提供する動画を用いたテレビ会議システム 3) などがこの概念に相当する． 
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林らは，現実世界の学習者の視野の役割に注目し，学習者の意識に応じて情報が変化する

インタフェース 4) を構築している．本インタフェースでは，学習者の発言（チャットへの入

力）系列から学習者の興味となる対象者を推定し，円卓の周囲に表示された他者の映像への

視線方向と距離を動的に変更する（図 4･4）．このシステムでは，現実空間で行われる協調学

習での学習者の視野により近い環境を提供することができる． 

 

Cを中心とした視野

A B C D

Dを中心とした視野

Cを中心とした視野

A B C D

Dを中心とした視野

図 4・4 林らの学習者の意識を反映した協調学習インタフェース 

 一方，Field Sharing は，学習者と空間との相互作用の実現を試みたものである．Space Sharing
では，他者や環境の情報をいかに現実世界に近い形式で表現するかという側面に焦点があて

られていたが，Field Sharing は学習者の振舞いに応じて空間内が変化することで，空間に存

在するという意識を与えることを実現する．前述の林らの協調学習支援インタフェース 4) で

は，学習者の発言やメモウィンドウへの動作にともなって他者の画像の方向が変わることで，

自身の振舞いに応じて変化する他者の注目意識を感じることができる（図 4･4）． 
 Target Sharing は，特定の学習目的に特化した学習を支援するための空間構成である．複数

の学習者で特定の学習目的を達成するための振舞いを実現する仕組みを有し，他者の振舞い

への気づきを提供するものが多い．益川らが開発したノート共有吟味システム ReCoNote 5) で

は，学習者同士の知識を比較することで自身の知識を吟味させることを目的としている．個々

の学習者が作成したノートやグループのノートを共有し，関連のあるノートにリンクを付与

することが可能となっている．Wessner らは図を用いて数学の概念理解に関する協調学習の

実現を目指している．彼らが利用している ConcertChat 6) では，共有画面に描かれた図形の特

定の箇所を指定してメッセージを送信することが可能となっており，チャットのメッセージ

閲覧時に対象となる図を同時に参照することができるようになっている． 
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4-3-2 知識活動支援に焦点をあてた CSCL 

 知識活動支援に焦点をあてた CSCL では，学習者間の相互作用の内容をシステムが把握し，

学習目的を達成できるような効果的な相互作用を促進する．システムの支援方法に応じて，

Knowledge Sharing と Process Sharing の二つのレベルが存在する．Knowledge Sharing は，その

時点の学習状況を整理して共有させることを目的としており，積極的に学習活動を誘導する

ことはしない． 
Constantino-González らは Entity-Relation（ER）モデリングを学習するために，ER 図を複数

の学習者で描くことを目的としたシステム 7) を構築している．学習者の ER 図とグループの

ER 図を比較して相違点を指摘することで，相違点に関する学習者の発言を促している． 
青木らが開発している科学技術論文の理解を対象とした協調学習を対象としたシステム 8) 

では，論文の内容に対して発展的で多様な視点からの議論を促進するため，話題を論文の内

容との類似性と話題間の相違性をもとに 2 次元空間上に配置している（図 4･5）．配置された

話題の分布から議論の状況を把握でき，ほかの視点からの話題が導出されることを期待して

いる． 

 

共通論文ウィンドウ

議論可視化ウィンドウ

チャット・ウィンドウ

発言群発言群
話題

話題をクリック

共通論文ウィンドウ

議論可視化ウィンドウ

チャット・ウィンドウ

発言群発言群発言群発言群
話題

話題をクリック

図 4・5 青木らの論文読解のための議論支援システム 

 Process Sharing は，学習者に学習活動を共有させることを目指しており，学習者及び学習

者間のその時点の状態を把握したうえで，特定の学習活動を誘導するよう積極的な支援をす

る．システムが問題解決に関する知識，あるいは学習者を誘導するための方略知識をもち，

学習者の状態に応じて特定の目的に到達するような情報を提示する．この支援方法は，グル

ープを一つの支援対象と見なしたときに，個別学習支援と類似した枠組みで扱うこともでき

る． 
小尻らは，高校数学の問題を対象とした協調学習において，学習者の発言中のキーワード

からグループとしての進捗状況を把握し，議論の膠着状態には次の導出ステップに関するヒ

ントを生成するエージェントベースのシステム 9) を構築している．また，共有キャンバスに

描かれたグループの図に対して補助図形を動的に生成して提示する 10) ことで，解の導出を進

めるだけでなく，公式の適用範囲を意識させるための議論の誘導も実現している（図 4･6）． 
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共有キャンバスプライベート・キャンバス

システムによる助言の生成

共有キャンバスプライベート・キャンバス

システムによる助言の生成

図 4・6 小尻らの図形問題の協調学習支援システム 

 
4-3-3 まとめ 

 本節では，CSCL に関する研究を，支援対象の協調学習環境における位置づけに基づいて

整理した．協調学習では学習目的を達成できるような学習活動がなされることが望ましいた

め，実現したい学習活動を意識してシステムを設計する．一方，学習活動は環境という制約

の中で実現されるものであり，目的とする学習活動を実現させるための環境の構築もまた重

要な要素である．学習活動を意識した環境の構築，あるいは環境の制約を考慮した学習活動

の支援のように，環境と学習活動の双方を意識する必要がある． 
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■S3 群－11 編－4 章 

4-4 シミュレーション・仮想現実システム 
（執筆者：松原行宏）[2009 年 9 月 受領] 

4-4-1 シミュレーション 

 シミュレーションとは，百科事典マイペディアによると「ある現象または性質を模型に

よって実験し，その本質をとらえようとすること」である．一方，広辞苑には「物理的・生

態的・社会的などのシステムの挙動を，これとほぼ同じ法則に支配されるほかのシステムま

たはコンピュータの挙動によって，模擬すること」としている．つまり，ある現象をコン

ピュータなどによって模倣することであり，教育・学習支援システムの文脈では，いわゆる

「模擬実験」を意味することが多い． 
 教育・学習支援システムは，1960 年代頃から CAI（Computer Assisted Instruction）と呼ばれ

開発されてきた．伝統的な CAI は，フレーム型の方式と，シミュレーション型の方式が代表

的なものとして取り上げられており，教育・学習支援システム研究の早い段階で，シミュ

レーションは重要な方式と位置づけられている 1)．フレーム型は，教材の単位をひとつの

ページ（フレーム）に表現し，学習者の応答により，次のフレームが選択されて学習が行わ

れる方式である． 
一方，シミュレーション型は，教材の内容を内包する何らかのモデルをコンピュータ上に

実現し，学習者の自発的な操作により，起こる現象や状態の変化を観察する方式である．内

部のモデルはパラメータで表現されており，学習者が仮説に基づいてパラメータの値を自由

に入力し，現象を観察し，予想したことと結果を比較する，という模擬実験を，試行錯誤的

に繰り返すことにより学習が行われる．このように，学習者に自ら考える機会を与えること

ができる点に特徴がある． 
 シミュレーション型の学習支援システムの特徴として，以下の点があげられる 2)． 
 ・学習者が自発的に学習を行うことができる． 
 ・何回でも自由に試行錯誤を行うことができる． 
 ・現象の裏側にある法則を，発見的に学習することができる． 
 ・実際には実物では行うことができない実験ができる． 
 ・実際には見ることができない情報を擬似的に表示することができる（可視化） 
 ・時間軸を自由に変化させ，現象を多面的に観察できる． 
 ・学習者の自由な操作を許容している一方，受動的な学習者の支援が難しい． 
 
4-4-2 マイクロワールド 

 シミュレーション型の教育・学習支援システムは，マイクロワールドを構成する．マイク

ロワールド（Micro World）とは，計算機上に作られた小世界であり，学習者が直接操作や体

験によって自発的にある種の知識を発見することの支援を目的とした，視覚的インタフェー

スやシミュレータを中心とした模擬的な環境であると位置づけられる 2)．これは知識伝達型

の教育システムと対比して以下の点に特徴をもつ． 
・ディスプレイ上に実現／表現された模擬世界のなかで，対象を直接操作することによっ

て引き起こされる状態変化を観察することができる．したがって，仮説構成・実験・検
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証を繰り返す試行錯誤を通じて，学習者が主体的に自分のメンタルモデルを正しい方向

に再構成することを支援する可能性をもっている（図 4･7）． 
・自由に対象を操作し，試行錯誤によって対象世界に内在する法則を見付け出すという行

為は学習者の興味を高め，主体性を伸長し，発見的学習を通した深い理解を支援すると

いう，教育的に好ましい環境を提供することができる． 
・光，音，力，速度のような直接的には目に見えない自然現象や，数直線や図形のような

数学的な概念など，現実世界では見ることができなかった対象も含めて視覚化した実験

環境を実現することができる． 

 

対象世界 仮 説

実験結果
実験計画
結果の予測

仮説構成

検証

実験

仮説に基づく
実験計画と結
果の予測

終了

予想と不一致

予想と一致

図 4・7 発見学習の過程 

 
 動作原理や法則を直接伝達するのではなく，学習者自らの仮説設定と検証のための実験の

実施をシステムが支え，学習者が自発的に考え法則を見付け出すことにマイクロワールドの

意義がある．学習者は自分の仮説に基づく更なるパラメータの変更とそれにともなった反応，

及びその変化を観察することによって，そのマイクロワールドの動作原理となっている規則

やルールを推定し，理解を深めることが期待される． 
 マイクロワールドはこのような優れた可能性をもっているが，学習者が試行錯誤の途中で

行き詰ったり，間違いの深みにはまり込んだりした場合に対応できない．このような問題に

対応するため，発見的学習環境での学習者の自発的学習とシステムからの積極的援助を混合

させる知的マイクロワールドが検討されている．知的マイクロワールドは学習者の個別性に

対応した学習の支援が行えることを目標としており，学習者の状態推定とそれに基づく学習

支援手法の確立が重要である．また，このように学習者に応じて適応的に学習支援をするこ

とのできる双方向性の学習環境として，ILE（Interactive Learning Environment）のパラダイム

で議論されることが多い．一方，小世界の実験環境に臨場感をもたせ，極めて現実に近い形

で実験環境を実現させることを目指したマイクロワールドと仮想現実や VR（Virtual Reality）
技術の融合も行われている． 
 
4-4-3 仮想現実システムと教育・学習支援システム 

 近年，コンピュータや CG の高性能化とセンサ技術の向上にともない，教育・学習支援シ

ステムでのシミュレーション機能を担う技術として VR 技術や仮想現実システムの枠組みが

導入されつつある 3)．バーチャルリアリティ（VR：Virtual Reality / VE：Virtual Environment）
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とは「実際には存在しないが，本質において存在していると同等な事実や実際の出来事」と

いう意味になる．またこの技術を用いて作り上げられた世界を仮想現実，仮想環境，サイ

バースペースなどと呼び，計算機内部に構成された小世界という意味でマイクロワールドと

も呼ぶことができる．ここで用いられる映像は実写映像の場合もあるし，コンピュータグラ

フィクスの場合もある．また，バーチャルリアリティを構成するための要件として，写実的・

没入的リアリティ（Presence），操作的リアリティ（Interaction），振舞いのリアリティ（Autonomy）
の 3 要素が必要であるとされている．この要件を満たすため，ディスプレイサブシステム，

センササブシステム，シミュレーションサブシステムを含んだ枠組みで仮想現実システムを

構成する（図 4･8）． 

 

ディスプレイ 
サブシステム

シミュレーション 
サブシステム

センサ 
サブシステム

仮想世界現実世界

感覚受容器

効果器

人間の状態を推定

仮想現実感の生成

図 4・8 バーチャルリアリティ生成の枠組み 

 
 VR 技術や仮想現実システムの枠組みを導入した教育・学習支援システムとして，以下が

検討されつつある． 
 
(1) マイクロワールドを VR/VE 上に実現 

 伝統的教授法は物事を体系化し演繹的に整理して教える方法であり，系統立てて効率的に

教授できる方法である．これに対して，学習者が主体的な行為で発見的に学習を進めていく

やり方も有益である．これは帰納型の教育システムであり，マイクロワールドでの発見的学

習はこのタイプになる．第一の方向は，このマイクロワールドを VR/VE 環境上に構築し，よ

りリアルなマイクロワールドを提供するという考え方である．例えば図 4･9 のように，反力

を実際に感じることが可能な仮想空間内の物体を操作し，物理法則を体験的に学習させるな

どが考えられる 4), 5)． 
 
(2) 訓練システムなどでの操作系の訓練環境を提供 

 通常，オペレータの訓練はシミュレータなどを利用して行うことが多いが，簡易に体験さ

せることが可能である，臨場感のある訓練が行える，実機シミュレータの設置よりコスト面

で優位である，などから，VR/VE 環境上での訓練システム構築が望まれている 6)．訓練では
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特に操作をともなうことから，操作的リアリティ（Interaction）が特に重要であり，力覚ディ

スプレイや触圧覚ディスプレイを導入したシステムが開発されている． 
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図 4・9 反力デバイスを用いた初等力学（滑車の題材）学習支援の例 

 
(3) 協調学習環境／グループ学習支援環境を提供 

 複数のユーザ（学習者，指導者双方を含む）が同一環境を共有し，双方向でやり取りをし

ながら学習を進めるのは，まさに VR/VE の概念と一致する（図 4･10）．この場合，各ユーザ

が現実世界で同一の場所にいる必要がなく，むしろ遠隔に存在することの方が一般的である

ことから，通信技術，ネットワーク技術との連携により実現が期待できる．また，コンピュー

タによるエージェントがユーザの役割を担う場合もあり，エージェントとのやり取りを通し

て VR/VE 環境上で学習する枠組みの検討がなされている 7)．また，仮想世界と現実世界を複

合した複合現実感の技術を応用し，学習者の体験を増幅させることによって効果的な学習を

目指した取組みもなされている 8)． 
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図 4・10 複数の学習者による仮想現実システム（仮想実験室）の共有 
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ック機能の検討,” 電子情報通信学会論文誌, vol.J91-D, no.2, pp.314-323, 2008. 
6) 原田哲也, 大澤範高, “「教育・訓練」特集号,” 日本バーチャルリアリティ学会論文誌, vol.11, no.4, 

pp.451-544, 2006. 
7) 濱中啓至, 松原行宏, 岩根典之, “てこ題材の仮想実験室を共有する初等力学の体験型学習支援システ

ム,” 教育システム情報学会誌, vol.24, no.4, pp.253-264, 2007. 
8) 杉本雅則, “体験の増幅を目指した学習支援,” 人工知能学会誌, vol.23, no.2, pp.210-242, 2008. 
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■S3 群－11 編－4 章 

4-5 ユビキタス・モバイル学習環境 
（執筆者：緒方広明，矢野米雄）[2009 年 3 月 受領] 

4-5-1 定義と特徴 

 ユビキタス・モバイル学習環境とは，一般的には，携帯電話や PDA（Personal Digital Assistant）
などの携帯情報端末などを用いて，学校や家庭，駅，図書館など，いつでもどこでも学習を

支援できる環境のことである 1), 2)．また，技術的な視点から，モバイル学習環境とユビキタ

ス学習環境は次のように分類される．まず，モバイル学習環境は，学習者が携帯電話や PDA
などのモバイル情報端末を用いて，いつでもどこでもインターネットにアクセスしたり，他

者とコミュニケーションすることにより，学習を行う場合である．一方，ユビキタス学習環

境は，GPS（Global Positioning System）や RFID（Radio Frequency Identification）タグ，セン

サネットワークなどの環境に埋め込まれた情報を用いて，学習の状況に適した学習環境を提

供する． 
 ユビキタス・モバイル学習環境の特徴を以下に示す． 

(1) 学習環境の常設性（Permanency）：各学習者が日頃使い慣れた学習環境をいつでもどこ

でも利用できる．これにより，日常生活の中での学習（Everyday Learning）において，

日々学習した知識や経験を蓄積していくことができる． 
(2) 学習ニーズに対する即時性（Immediacy）：ユビキタス学習環境では，いつでもどこで

も時間・場所にとらわれることなく，学習が必要なときに十分な学習が行え，学習の要

求と行動との間のタイムラグが小さい． 
(3) 学習時の接続性（Accessibility）：電子メールや掲示板，ビデオなどを用いて，学習者

はいつでもどこでも，Web などの教材にアクセスしたり，教師や専門家と同期・非同期

にコミュニケーションできる． 
(4) 学習効果の実用性（Practicality）：仮想空間に限らず，現実世界での出来事が学習の機

会につながる．また，学習したことが現実世界の問題解決につながる． 
(5) 学習活動の状況性（Situatedness）：学習活動が，現実世界の日常生活における，ある

状況に埋め込まれる．つまり，ユビキタス学習環境では，学習者がその状況下にいるこ

とで，問題の理解やそれに関連する知識の獲得が促進される． 
(6) 学習教材の個人適応性（Adaptability）：学習者は，いつでもどこでも教材にアクセス

できるだけでなく，学習者の場所や時間，所持する情報端末などの周囲の状況によって，

学習者に適切な教材が提供される．これは，しばしば“Provide the right information at the 
right time and right place in the right way to the right person”と呼ばれる 3)． 

 
4-5-2 学習理論 

 本節で解説するユビキタス学習環境を支える学習理論として，Authentic Learning（真正の

学習，以下 AL と略す）がある 4)．AL は，学習者が実生活の中で体験や経験を通じて，知識

や能力を習得していくというアプローチである．具体的には AL には以下の四つの形態があ

る． 
(1) 活動に基づく学習（Action Learning）：学習者が自発的に実践すること（Learning by 
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Doing）によって学ぶ場合である． 
(2) 状況に基づく学習（Situated Learning）：学習者がある状況で活動し，実践共同体に関

与していくことにより，学ぶ場合である． 
(3) 偶発的な学習（Incidental Learning）：学習者が偶然直面した問題への解決や体験を通じ

て学ぶ場合である． 
(4) 実験に基づく学習（Experimental Learning）：学習者が実験や試行などの経験を通じて

学ぶ場合である．例えば，「あるテーマについて調べる」などの調べ学習によって学ぶ

場合である． 
 以上のように，現実世界での経験や体験を通して，ある状況下に存在することにより，学

びが生じることを説明する理論がいくつかある．これらは，ユビキタスラーニング環境をデ

ザインするうえで重要であると考えられる． 
 
4-5-2 ユビキタス・モバイル学習環境の研究事例 

(1) モバイル学習環境の例 

 ここでは，携帯電話や PDA などのモバイル機器を用いて教育や学習を支援するシステムを

いくつか紹介する． 
(1) レスポンスアナライザ：授業中，教師が学生に質問を行い，各学生は携帯端末機から

回答を入力すると，即座に回答結果を集計して提示し，教師が学生の理解を把握しなが

ら授業を進めるために用いる．例えば，Educlick と呼ばれる特別な携帯端末を用いたシ

ステムや，タブレット PC を用いたもの 5)，また，携帯電話を用いたシステム 6) も開発

されている． 
(2) 参加型シミュレーション：携帯情報端末をもった各学習者が共同参加して，教室の中

を自由に動き回り，インタラクティブにシミュレーションを行い，理解を深めようとす

るものである．例えば，参考文献 7) は，PDA を用いて，対面した人に次々とウイルス

が伝播していく過程のシミュレーションを行うシステムを開発している．また，ソート

アルゴリズムの学習を対象としたシステムも開発されている 8)． 
(3) 協同データ収集：モバイル技術の利点を利用して，教室の外で実際のモノに触れると

いった活動を通じて，データを収集し，教室でデータに基づいて議論しながら学ぶもの

である．その一例として，野鳥観察をテーマにした研究がある 9)．これは，学習者が観

察した野鳥の写真や音声を教室に送り，ヒントなどを通じて，野鳥や自然に関する知識

を習得させる．また，小学生を対象にカメラ付携帯電話を用いて，共同でデータ収集・

共有を行う研究もある 10)． 
(4) 協同概念マップ作成：PiCo-Map 11) は，あるテーマをもとに学習者一人一人が概念マッ

プを PDA 上に作成し，赤外線通信を用いて，それぞれのマップを交換・共有し，お互

いに相違点などを議論することを支援する．個別の PDA 端末を用いることにより，学

習者間のインタラクションが増加することが報告されている． 
(4) クラスルームプレゼンタ：これは，教師のスライドを各学習者がもつタブレット PC

に配布した後，各学習者は Digital Ink を用いて回答を行い，それを集めて，選んだ回答

をプロジェクタに提示する 12)．これにより，教師はすべての学生の回答を把握でき，模

範回答や間違いなどを学生に示すことができる． 
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(5) Group Scribbles：これは，各学生がそれぞれのPCにPostItのような個人用メモを書き，

それを共有領域に移動することで，情報が黒板のように学生全員に提示する 13)．これは，

個人用・共用の作業領域を自由に移動できる点でクラスルームプレゼンタと異なる． 
 
(2) ユビキタス学習環境の例 

 これは，RFID タグやセンサネットワークなどのユビキタス技術を用いて，学習者の現在

の状況（コンテキスト）に適した，質問や教材などを提示する．以下にその例を示す． 
(a) RFID 技術による実世界オブジェクトを用いた学習環境 

 これは，将来的には RFID は様々な日用品に取り付けられるであろうことを想定し，学習

者の周囲にあるモノの情報を読み取り，学習者に単語の質問を提示するものである 14)．具体

的には，PDA から“Where is the CD boom box ?”のような質問が音声で行われ，学習者が CD
ラジカセのタグを PDA でスキャンすると正解，そうでなければ不正解となる．これは，モノ

に対するコメントも記入できるので，分からない単語の質問・回答を通して，語彙とモノを

関連付けて記憶することを支援する． 
(b) センサネットワークを用いた学習環境 

 センサを用いて擬態語・擬音語の学習支援を行う，ユビキタス学習環境として JAMIOLAS
（Japanese Mimesis and Onomatopoeia Learning Assistant with Sensors）がある 15)．擬音語とは，

人間の聴覚から入る外界の音響・音声をまねて作った語である．例えば，「さらさら」「ざあ

ざあ」「ざーざー」などがある．また，擬態語とは，視覚や触覚など聴覚以外の感覚印象を言

語音によって表した語である．例えば，「きらきら」や「ふらふら」などがある．JAMIOLAS
では，温度や湿度，光，音などセンサからの情報をもとに，主に気象に関する擬態語・擬音

語の支援を行う．この特徴を以下に示す． 
(1) 学習者はセンサを身に付け，学習者の周囲のデータを読み取り，学習者の現在の状況

に相応しい擬態語・擬音語の質問をシステムが提示する． 
(2) 擬態語・擬音語辞書を用いて，センサの値を変更することにより，現在とは異なる状

況の関連する語を学習できる． 
(3) 日本人教師や日本人学習者が，システムを使いながら擬態語・擬音語を登録できる． 

 これまでは，映像や音，絵などのマルチメディアデータを用いて，擬態語・擬音語の学習

を支援してきたが，本システムを用いることにより，学習者は現実にどのような状況下でど

のような擬態語や擬音語が使えるのかを，体験を通じて学ぶことができる． 
(c) 体験映像の蓄積・共有による学習環境 

 ユビキタス学習環境では，至る所で起こる経験や体験をどのように蓄積，共有，再利用し

て学習を支援するかが課題の一つである．そのために LORAMS（Link Of RFID And Movies 
System）では，日常の体験を録画した映像とその映像内で登場する実世界オブジェクトとを，

RFID タグを読み取ることでリンクさせて記録し，共有する 16)．学習者は共有した映像の中

から，実世界のオブジェクトなどを検索キーとして映像を検索し，閲覧することによって，

様々な体験を映像コンテンツとして共有し，それをもとに様々な分野の学習ができる．まず，

LORAMS は，無線 LAN，RFID タグリーダをもつ PDA とデジタルビデオカメラを学習者 1
人につき 1 台ずつもっていることを想定する．撮影時，オブジェクトに付けられている RFID
タグを読み込むだけで，映像とオブジェクトをリンクさせて記録する．次に，リンク付けし
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て記録した映像を共有する．学習者が入力したオブジェクトの RFID タグ情報やテキスト情

報から，映像を検索する．検索結果をランク付けして表示する．検索キーにしたオブジェク

トを使用した場面のみを抽出して，学習者に映像を提供できる．ユーザ全員が映像に注釈を

付けることができる．これに加えて，PerKAM（Personalized Knowledge Awareness Map）シス

テム 17) では，学習者の周辺のモノと他の学習者の興味や知識などの情報から，適切な協力者

を視覚的に表示し，協調学習のきっかけを与える．例えば，PC のハードディスクを交換して

いる最中に問題が起こり，自分でマニュアルや Web ページなどを調べても解決できないとき，

近くで誰か手伝ってくれる人を探す場合に有効である．また，LORAMS と連携して，ビデオ

映像で解決できない場合，PerKAM を用いて協調学習を行い，それをまたビデオ映像として

蓄積していくことも可能である． 
 
4-5-3 おわりに 

 本節では，ユビキタス・モバイル学習環境の定義や特徴，それを支える学習理論について

述べ，いくつかの研究を紹介した．ユビキタス情報社会において，人々の学びをどのように

支援できるのか，また，それが人々の生活にどのように影響を与えるかを検討することは，

非常に重要な研究課題の一つであると考えられる．現在の技術で実現できるもの，2 年後，3
年後の技術で実現を図るもの，また，10 年以上の未来を予想した研究など様々であるが，こ

れらが有機的につながり，人々の生活を豊かで充実したものにすることが期待される． 
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■S3 群－11 編－4 章 

4-6 認知ツール 
（執筆者：柏原昭博）[2009 年 9 月 受領] 

 一般に，人間が自分の認知プロセスに対して積極的に関与すること（Engagement）を前提

として，認知プロセスの促進及びプロセス遂行スキルの向上を図るコンピュータシステムを

認知ツールと総称する 1)．本節では，「学習」の道具としての認知ツールに焦点を当て，その

役割・用途・可能性，及びデザイン方法について概説する． 
 
4-6-1 認知ツールとは 

 通常の学習・教育支援システムでは，コンピュータが学習における教師役となり，主に学

習者はシステム（教師）の制御下で提示される情報に従って学習を進めることになる．学習

者側からみると，このような学習はしばしば Learning from Computers と称される 2)．一方，

認知ツールでは，教師役としてではなく，コンピュータが学習のための道具としての役割を

担い，学習者自身が能動的にこの道具を用いて学習に関わる情報を作り出しながら学習プロ

セスを遂行することを前提としている．特に，学習者主導で学習プロセスの制御を行い，効

果的・効率的なプロセス遂行のために認知ツールを用いる．このような学習は Learning with 
Computers と称される 2)． 
 こうした学習者主導による学習プロセスにおいて認知ツールが果たす役割は，ツールなし

では遂行が困難または不可能な認知的タスクを学習者が実行できるようにすることである．

あるいは，学習効果を高めるために同じ学習プロセスであっても遂行上有意義と考えられる

認知的タスクを学習者に与えることである．つまり，物理的ツールのようにタスクや作業の

軽減・代行を意図するものではなく，認知ツールとの相互作用を通じて認知的タスクを学習

者が積極的に負うことを意図している．ただし，学習者が負うべき認知的タスクは学習にと

って利得となり得るものである． 
 また，認知ツールとの相互作用では，学習に関わる心的な状態・プロセスやその生成物を

外化して表現する場が学習者に提供される．このような外化表現活動を媒介として，学習者

は(1)知識構築，(2)メタ認知・熟達，(3)評価，など学習にとって重要な認知的タスクを遂行

することが可能となる． 
 以下では，(1)～(3)の用途に焦点を当て，認知ツールが提供する機能や可能性について説

明する． 
 
4-6-2 認知ツールの用途 

(1) 知識構築 

 構成主義的学習観（Constructivism）では，学習者自身が学習リソースに対して探求や問題

解決などを行いながら，学んだ知識を構築することが重視される．しかしながら，このよう

な知識構築は容易な認知的タスクではない． 
 これに対して，探求・問題解決プロセスの状態やそれらのプロセスの生成物を表現したり，

リソースから学んだ内容を表現しながら構造化する機能を提供する認知ツールを用いること

で，学習者による知識構築の遂行を支援することができる．このような知識構築タスクは，
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認知ツールが提供する外化表現活動との親和性が高いことから，ツールによって実行可能と

なる最も典型的な認知的タスクとなっている． 
 一方，社会構成主義的学習観（Social Constructivism）では，個人による知識構築よりも，

社会的な文脈の中で知識を構築していくことが重視される．特に，学習者個人による知識構

築では学んだ知識が不十分・不適切になることがしばしば問題となるが，社会的な文脈では

他の学習者から批評を受けたり，他の学習者と比較・議論することで，自らの知識を洗練す

ることが期待される．このような学習者間において学んだ知識の批評・比較・議論を行わせ

る認知ツールを提供することで，社会的な知識構築の遂行を支援することができる． 
 具体的には，認知ツールによって個々の学習者が外化表現した知識を学習コミュニティ

内で共有したり，外化表現に対する修正・比較・議論を行う機能が提供される．Knowledge 
Forum 3) をはじめとする CSCL（Computer-Supported Collaborative Learning）向けの認知ツー

ルの多くは，こうした社会的知識構築の用途で活用されている． 
 
(2) メタ認知・熟達 

 認知ツールの利用では，学習者が学習プロセス遂行に対して積極的に関与することが前提

である．そのうえで学習プロセス遂行をより効果的・効率的に行うためには，学習者自らが

学習プロセスを観察し，自己評価を行って，それに応じて学習プロセスを自己調整すること

が必要である．これらの認知的活動は，学習プロセスに対するメタ認知と呼ばれる．メタ認

知は，頭の中で起こる学習プロセスを対象としているため，学習者にとっては非常に遂行が

困難なタスクであるといえる． 
 これに対して，学習リソースを学ぶプロセスを外化させる機能を有した認知ツールを用い

ることで，メタ認知の対象を具象化し，学習プロセスの観察・自己評価・自己調整を客観的

に行う場を提供することができる．また，持続的に認知ツールを利用することを通じてメタ

認知の経験を積み重ねることで，学習プロセス遂行に熟達することにも資することができる．

特に，認知ツールを用いた外化表現操作と学習プロセスにおける心的操作との同型性が高い

場合，認知ツールの操作に熟達することが学び方を学ぶことにつながり，学習プロセスの遂

行スキルを高める． 
 例えば，Interactive History（IH と呼ぶ）は，ハイパーテキスト教材において学習者がペー

ジごとに学んだ内容を表現するとともに，それらを構造化することを媒介に知識構築プロセ

スを外化させる機能を有した認知ツールである 4)．IH が提供する構造化操作は，ハイパーテ

キスト教材からの知識構築プロセスに対応しており，学習者は IH の操作に熟達することで

知識構築プロセス遂行スキルを高めることが期待できる． 
 このように認知ツールの操作に熟達するうえでは，持続的に認知ツールを使い，メタ認知

の経験を積み重ねることが必要である．参考文献 5) では，認知的徒弟制の考え方に基づき，

学習コミュニティ内で認知ツールを持続的に利用する文脈を設定して，認知ツール操作の熟

達度が異なる学習者間で相互作用させることでメタ認知の経験を効果的に積み重ねる手法が

提案されている． 
 以上のように，認知ツールが提供する学習プロセスの外化表現機能は，メタ認知を促進す

るとともに，外化表現する経験を積み重ねることで学習プロセスを遂行するスキルを高める

ことにも貢献する． 
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(3) モデリング・評価 

 学習者に対する高度で適応的な学習・教育支援を実現するシステムでは，ユーザインタ

フェースを介して得られる学習者の入力から学習状態や知識状態をモデル化することが非

常に重要なタスクとなる．しかしながら，このような学習者モデルの構築をコンピュータが

的確に行うには限界がある． 
 そこで，学習者が認知ツールを用いて自らの学習状態・知識状態を表明することで，シス

テムによる学習者モデリングの不的確さを補うというアプローチがある 6)．つまり，認知

ツールは学習者が自分の学習・知識状態をモデル化するための表現を提供し，システムは表

現された学習者モデルに基づいてより的確な学習・教育支援を展開することが可能となる．

こうしたモデリングを行うことは，学習プロセスに対するリフレクション（自己評価を含む）

を促すことになり，学習者にとっても有意義なタスクであるといえる． 
 また，他者（教師や他の学習者など）が学習者の学習プロセスを評価する場合，学習中の

パフォーマンスや学習後のテスト結果から間接的に推定することになるが，認知ツールを用

いることでより直接的に学習の効果を評価することが可能となる．ただし，外化表現に対す

る解釈を学習者と他者との間で共有可能であることが前提となる． 
 
4-6-3 認知ツールデザイン 

 認知ツールを用いて学習者が積極的に行う認知的関与とは，ツールを利用する文脈におい

て学習者が負うべき認知的タスクをツール操作を媒介として実行することに対応する．認知

ツールのデザインでは，ツールと学習者とのインタラクションを通してこのような認知的関

与が生じるように考慮する必要がある．特に，デザインに当たっては，(1)認知的タスク，

(2)ツールの操作系，(3)利用文脈（シナリオ）を決めることが重要となる． 
 まず，認知ツールによって期待される学習者の認知的タスクについては，基盤とする学習

観や学習理論を考慮して設定することになる．例えば，構成主義学習観から認知ツールを活

用する場合，個人的あるいは社会的知識構築を認知的タスクに設定し，熟達を目的に認知

ツールを活用する場合はメタ認知やメタ認知経験の積み重ねを認知タスクとして設定する

ことになる． 
 次に，認知ツールの操作は，学習者が認知的タスクを実行するうえで媒介としての役割を

担うことから，そのデザインは非常に重要である．認知ツールが学習に関わる心的な状態・

プロセスの外化表現に関する操作系を提供することは，学習者に対して学習プロセスの足場

を築くこと（Scaffolding），及び学習プロセス遂行に関する情報をその操作系に埋め込んでお

くこと（Affordance）を意味する 1)．学習者は，埋め込まれた情報を顕在化させながら学習プ

ロセスを発現することが期待される． 
 このような認知ツールの操作系をデザインするうえでは，学習プロセスにおける心的状態

や心的操作のモデルを立て，それらの外化表現を定義し，かつ外化表現を描く操作を定義す

る．そして，定義したツール操作が認知的タスクの遂行を促進することを検証し，操作系を

デザインすることになる．例えば，IH ではハイパーテキスト教材における知識構築プロセス

をモデル化し，そのプロセスの外化表現操作が知識構築遂行を促進することを検証したうえ

で，IH の操作系がデザインされている 4)．学習者は，その操作系を足場とし，認知ツールと

のインタラクションを通して知識構築プロセス遂行に関する情報を得ながら，知識構築を進
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めることができる． 
 最後に，認知ツールが利用されるべき文脈については，同じ認知ツールでも利用文脈に

よって実行可能となる認知的タスクが制約されることから，デザインの段階で明確にしてお

くことが必要である．通常，こうした利用文脈は，学習者に対して期待する認知的タスクに

応じて設定することになる．例えば，学習スキルアップを期待するような場合，認知ツール

を持続的に用いるような文脈を想定する必要がある．IH による知識構築プロセス遂行の熟達

支援では，研究グループ内で持続的に研究内容に関係する Web リソース群を学ぶという文脈

が想定されている． 
 以上のように，認知ツールのデザインは，想定する認知的タスク，認知ツールの操作系，

ツールの利用文脈の関連性を踏まえて行うことが重要である． 
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■S3 群－11 編－4 章 

4-7 言語学習支援システム 
（執筆者：小西達裕）[2009 年 9 月 受領] 

4-7-1 概 要 

 言語学習においては学習の特性上，学習者個々に聴解演習を行うことが重要であることか

ら，古くから音声メディアを学習者が個別に使用できる学習環境（いわゆる LL 教室）が広

く利用されてきた．その後，LL 教室はコンピュータシステムを組み込んだ CALL（Computer 
aided Language Laboratory）教室に発展していく．それとともに学習者に提供されるメディア

も言語使用状況を再現する動画の利用が標準的となり，また多様な情報処理技術を応用した

言語学習支援システムが開発されるようになった． 
 本節では学習対象分野ごとに，先進的技術を応用した言語学習システムの構築事例を紹介

する．なお本節では，実践的な言語教育に広く利用されているシステムであっても，言語教

育に特化した機能をもたないものについては取り上げないこととする（例えば一般的なビデ

オチャットなどのネットワーク利用メディアを介して，他の学習者や外国人とコミュニケー

ションすることによる言語学習など）． 
 この分野に応用される主な情報処理技術には以下のようなものがある． 

・音声言語処理技術：会話訓練の際に学習者の発話を認識する．また，学習者の発話の音

韻上の特徴を解析し，ネイティブの発話を基準としてその流暢さを評価する，など． 
・自然言語処理技術：会話訓練や作文演習において学習者による言語表現を解析し，その

意味を理解したり，文法上の誤りを発見する．あるいは例文を解析してその構造を学習

者に提示し，読解を支援する．また，文法演習問題の自動生成にも用いられる． 
・言語資源データベース（コーパス）：新聞記事などの大量の例文データを保持したデー

タベースは，作文演習の支援，多読による学習の支援などに用いられる． 
・バーチャルリアリティ：言語の仕様状況をより臨場感のある形で学習者に提示する． 
・ユビキタスデバイス：可搬なデバイス（携帯電話，PDA，ゲーム機など）を用いて，教

室外での言語使用状況における学習を支援する． 
 
4-7-2 聴解・発話学習支援システム 

 この分野では，古典的な学習方法であるスキット（対話状況を想定した寸劇）を観ながら

の聴解・会話訓練を行う学習教材が多数開発されている．これに加えて近年，音声言語処理

（Spoken Language Processing）を応用した学習支援機能をもつシステムの開発が進んでいる． 
 聴解教材の作成には多大なコストを必要する．字幕付テレビニュース放送を素材とした語

学学習教材作成システム 1) は，ニュース番組において文字放送で送信される字幕情報を取得

し，これをニュース音声・映像と組み合わせた聴解教材を半自動的に作成するものである．

放送される字幕は音声認識処理により生成されているため，ニュース音声とはタイムラグが

生じる．このシステムでは字幕に含まれる語を抽出し，ニュース音声の認識結果と突き合わ

せて両者の同期をとることができる． 
 峯松らの研究 2) では音声認識技術の応用によって日本人英語学習者の発話の特徴を解析

し，学習者ごとの発音の癖を抽出するとともに，これを視覚化して学習者にフィードバック
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する機構を開発している．伊藤らの研究 3) では同じく日本人英語学習者を対象とし，学習者

の発話音声と教師の発話音声の音韻上の特徴の差異を分析することにより，学習者のリズム，

イントネーションの正しさを自動判定する手法を開発している． 
 また，中国語学習者を対象とした声調学習ツール“声調弍号”，“声調参号”4) は，模範音

声と学習者音声の両者の発話ピッチをグラフ化して比較表示することにより，適正なピッチ

の視覚的な学習を支援する機能をもつ．更に，学習者音声の韻律を模範音声の韻律に矯正す

ることにより，学習者自身の声で適正なピッチの発話音声を生成して，聴覚的にも学習を支

援することができる． 
 
4-7-3 読解学習支援システム 

 あすなろ 5), 6) は，自然言語処理（Natural Language Processing）技術を応用した日本語読解

学習支援システムである．理工系留学生を対象とし，文献読解を支援することを主な目的と

する．英語及び複数のアジア系言語の辞書をもち，学習者の母語により切り替えることがで

きる．入力文に対して形態素解析を行い，単語の分かち書き情報，各単語の品詞・意味・使

用例文を提示する（図 4･11）．また，構文解析を行い，係り受け構造を木構造・ブロック構

造として図示する（図 4･12）． 

 
図 4・11 「あすなろ」の出力例 1 

 
図 4・12 「あすなろ」の出力例 2 

 
4-7-4 作文学習支援システム 

 作文学習の支援のために，学習対象言語のコーパス（Corpus）から語句の用例を検索する

機能をもつシステムが数多く開発されている．一般に，コーパスからの用例検索では多数の

検索結果の中から参考になる用例を選択することが必ずしも容易でないという問題がある．

用例検索ツール SOUP 7)（Illustrative-sentences Search Tool Using Phase Structure）は，句構造情

報を用いて用例を分類提示することにより，学習者の負荷を低減している．例えば，ある名

詞 N を目的語とする動詞を選択する場面で，「何らかの動詞の後に N を head とする句が出現

すること」をキーとして検索した場合，単純な方法では単に条件を満たす事例が列挙される

だけである．SOUP では曖昧性を含む条件（この場合「何らかの動詞」）について，それに

ヒットした対象を基準に自動的に分類を行ってから結果を表示する．この例では，用例が動

詞の種類ごとに分類されて提示されるため，学習者はどの動詞が N に対して適切かを判断し

やすくなる．SOUP ではこのような分類を行うために，予め用例を構文解析して得られた句
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構造情報を含むコーパスを利用している． 
 ネットワーク上で公開されている用例検索型作文支援システムに，なつめ 6), 8) がある．こ

れは，外国人留学生を対象とした日本語作文学習支援システムであり，句検索機能と例文検

索機能をもつ．句検索機能では単語間の共起関係の学習を支援する．名詞と動詞／形容詞の

共起関係，及び副詞と動詞／形容詞の共起関係をキーワードから検索できる．例えば，名詞

「ネットワーク」をキーワードとして動詞／形容詞との共起関係を検索すると，図 4･13 の

ように格助詞ごとに共起する動詞／形容詞が提示され，選択するとそれぞれの意味と用例を

見ることができる．例文検索機能ではキーワードを含む例文をコーパスから検索するが，そ

の際，日本語能力検定（JLPT）の単語レベル（1 級から 4 級まで）を検索条件として指定で

きる．例えば，2 級以下を指定した場合には，1 級の単語を含まない例文だけを提示する． 

 

図 4・13 「なつめ」の句検索機能 

 
 作文学習支援システムのもうひとつの典型としては，学習者の作成した文を自動評価する

ものがある．徳田らの英作文教育支援システム 9) は，オートマトンとして記述された正解文

パターン及び典型的誤りパターンのテンプレートを用意し，これと学習者の作文をマッチン

グすることによって診断を行う．ここで，一般に学習者の作文には予期しないパターンの誤

りが含まれるため，テンプレートと完全に一致しなくとも，最も近いものを検出できること

が必要である．このシステムでは，非局所的な照合アルゴリズムを用いることにより，全体

として最も学習者の作文に近い構造をもつテンプレートを検出することができる． 
 
4-7-5 文字・語彙学習支援システム 

 言語学習において日常生活の中から学ぶことは重要である．TANGO システム 10) は RFID
（Radio Frequency Identification）タグを用いることにより，実世界の物体と学習環境を結び付

けたシステムである．RFID とは，微小な無線チップ（タグ）を人や物品に貼付し，センサ

によりそれらを識別・管理する技術である．このシステムでは RFID タグが貼付された日用

品などの物体が学習者の周囲に置かれている状況を想定する．学習者が携帯する PDA
（Personal Digital Assistant）上で動作するシステムが，学習者の周囲にある物体を RFID タグ

により認識し，その物体に関する問題を出題する．例えば，台所で“What is the microwave ?”
といった質問が音声で出力され，学習者が電子レンジに貼られた RFID タグをシステムに読

ませることができれば正解である． 
 非漢字圏の日本語学習者にとって，漢字の学習は大きな障壁となっている．単純な暗記学

習よりも高い動機づけを与えるために，漢字学習をパズルゲーム化した学習支援システムが

単漢字簡単 11) である．これは，漢字を字画ごとにばらばらにしたものを選択肢として学習者

に示し，指定された漢字を正しい書き順で書くための字画の順序を入力させるものである．
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また同様に，ゲーム形式の漢字学習環境に KanjiMaster 12) がある．これは，漢字の部首と部

首以外の部分を部品として与え，GUI 上でこれらを組み合わせて実際に存在する漢字を作成

させるものである． 
 
4-7-6 その他 

 國近らは英語物語の聴解もしくは読解後にその内容に関する質問に答える学習の支援を行

うシステムを開発している 13)．このシステムは，主として中学校の教科書程度の英文を対象

とし，学習者の理解度に応じて適切な質問文を生成する機能，学習者の解答を単なる表層レ

ベルの一致だけでなく，意味レベルで評価する機能をもつ． 
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■S3 群－11 編－4 章 

4-8 問題解決･理解支援システム 
（執筆者：平嶋 宗）[2009 年 4 月 受領] 

 学習・教育において，問題解決は非常に重要な役割を果たしている．単に知識を獲得する

だけであれば，講義などによる知識伝達や，教科書を用いて自習するなどの方法で事足りる

が，その獲得したものをより確かなものとするためには，その知識を使ってみることが必要

となる．情報処理的なモデルで考えれば，与えられた情報から新しい情報を演繹するために

用いられるのが「知識」であり，何らかの所与の情報が存在する状況の下で，未知の情報を

求めるという設定において，知識が用いられることとなる．このような設定がいわゆる「問

題」であり，知識を用いてその問題において求められている未知の情報を導くことが「問題

解決」ということとなる．学習・教育においてはこのような問題解決を通して知識の使い方

を学んでいくこととなる． 
 この問題解決は，ICT を活用した学習支援システムに関する研究の最も重要な対象の一つ

である．同じような学習活動を行った学習者であっても，そこで得た知識及びその洗練度合

いは異なっていると考えるのが自然である．したがって，その知識を用いて行う問題解決も

異なってくる場合が多く，問題解決は基本的には個別性の高い学習活動であるということが

できる．このことから，個別に行われる問題解決を個別に支援する一つの方法としての ICT
活用の可能性は大きいといえる．また，複数の学習者で協調的な問題解決を行う場合におい

ても，本来個別に行われる問題解決を協調的なものとするうえでの ICT 活用の有用性は大き

いとされている． 
 以下本節では，まず，一般的な演習問題を念頭に置いたうえで，問題解決支援システムの

行うべき支援について概説する．その後で，問題の定義についてより詳しく述べる．更に，

問題理解についても概説する． 
 
4-8-1 問題解決支援 

 問題解決の支援としては，(1)出題，(2)解答評価，(3)解決支援，(4)協調支援，の四つを

主な支援としてあげることができる．以下それぞれについて概説する． 
 学習者の行う問題解決の意義は，取り組んでいる問題の質によって左右される．学習者に

よって解けることが自明な問題を繰り返し行わせる問題演習も存在するが，これについては

支援の必要性はほとんどないといえるので，ここでは学習者にとって何らかの新奇性をもっ

た問題に取り組む場合に限って説明する．後者のような問題演習では，学習者は問題解決を

通して既有の知識の用い方を学んでいくことになる．したがって，このような学習を効果的

に進めるうえでは，学習者にとってどう解くかが自明となっている問題に取り組ませること

はあまり好ましくはない．また，学習者にとって自明ではないにしろ，解ける可能性の高い

問題に取り組ませることが必要であり，解けないことが予想される問題を与えるべきでない．

これらのことから，学習者の学習進度と，学習者が学ぶべき事柄を吟味したうえで，学習者

に与える問題を選ぶ必要があり，したがって「出題」は問題解決支援の最も重要な要素の一

つとなる．このような機能の実現のために，学習者の理解状態を表現する学習者モデルと，

問題の質を表現する問題をモデルに基づいて，出題を制御することとなる．ただし，e ラー
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ニングなどの実用レベルではこれらのモデルに基づいてシステム設計時に出題系列を固定し

てしまうのが一般的であり，これらのモデルの明示的な記述・処理は，知識工学的なアプ

ローチとして実験的に行われる段階である． 
 学習支援システムの最も重要な特徴の一つは，インタラクティブ性であり，上述の学習者

に応じた出題もその一つである．問題解決の支援をインタラクティブなものとするためには，

学習者の行う問題解決を評価する必要がある．したがって，解答（問題解決過程を含む）の

評価は，解決支援システムにおける最も重要な機能一つといえる．この解答評価には，様々

な形態があるが，それらは(1)評価レベル，(2)評価主体，の二つ観点から整理することがで

きる．最も基本レベルの評価は，(1-1)正誤評価，である．これは問題に対する正解を用意し

ておくだけで可能である．しかしながら，様々な誤りがあり，またそれぞれの誤りが学習者

に質的に異なった学習の機会を提供しているということを考えると，(1-2)誤り種類評価，ま

で行えることが望ましい．更に，学習者の知識がどのように不適切であるがために誤りが生

じたのかまで評価しようとすれば，(1-3)バグ評価，が必要となる．誤り種類評価，バグ評価

については，現時点の技術ではその精度の保障が難しいことから，実用化されている e ラー

ニングシステムの多くは正誤評価レベルでの解答評価を行っており，誤り種類評価，バグ評

価の実現・活用は今後の課題となっている． 
 学習支援システムにおいては，このような評価を行う主体はシステムとなるのが基本であ

るが（Agent-assessment），学習者自身による評価（Self-assessment），教師による評価

（Teacher-assessment），他学習者による評価（Peer-assessment）もあり得る．学習者自身が自

分の行った問題解決を評価できることが最も望ましいといえるが，学習者自身は学習の途上

にあり，十分に問題解決を行えないために学習としての問題解決を行っていることからして，

学習者自身に評価させるだけでは不十分であることは明らかである．教師による評価はその

精度・詳細さに優れており，最も望ましい評価といえるが，学習者と教師の比率を考えた場

合，実際の教育現場で実現することは難しい．他学習者による評価は，協調学習の動機づけ

などの効果もともなうことから有力な方法と思われるが，学習者自身による評価と同様の不

十分さをともなっているといえる．これらの評価法はそれぞれ利点をもっており，学習支援

システムをデザインするうえでこれらをどのように組み合わせて解答評価を行うかが重要と

なる． 
 解決支援は，(A)誤りや行き詰まりに対する支援，と(B)問題解決過程の外化支援，に分け

ることができる．誤りや行き詰まりに対する支援は，評価のレベルに大きく依存することに

なるが，基本的には(A-1)問題解決を進めさせるための支援，となる．正解，及びその正解

を導くプロセスの説明が最も直接的なものとなるが，学習者の状態をより的確に把握するこ

とができていれば，学習者が自分自身でどのように問題解決を進めることができるかを気づ

けるような間接的な情報提供ができ，学習の観点からするとこのような支援が望ましいとい

える．また，正しい問題解決を教えるだけでは，なぜ誤ったかの説明になっていないため，

学習者自身に誤りを気づき，修正すべきことに納得させることが誤りの再発につながるとさ

れており，(A-2)誤りに気づかせる支援，も重要とされており，学習支援システムにおける

取り扱いも研究が進められている．また，ICT を活用することの一つの特徴は，情報を可視

化し，操作可能化できることである．解決支援においても，問題解決を可視化し，その過程

を操作可能にする試みが多くなされており，これを外化支援と呼ぶ．この外化支援は，自分
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自身の問題解決を認知するメタ認知活動の促進につながっており，単に問題解決を進めるだ

けでなく，そこでの知識の使い方をより明確に学習者に理解させることを期待できる． 
 学習者の行う問題解決過程やその結果を他者と共有する，あるいはそれに対する意見を交

換するといったことを行うことが，問題解決を進め，またそれを通した学習をより効果的に

するうえで有用とされている．しかしながら，問題解決は基本的に個別に行われるものであ

り，それを共有することは必ずしも簡単ではない．ICT を活用して問題解決の過程や結果の

共有，及びそれらに関する意見交換を補助する試みが行われており，これが問題解決支援シ

ステムにおける協調支援である． 
 
4-8-2 問題の分類 

 「問題」を自明のものとして問題解決の支援を概説したが，実際には様々な形態の問題が

存在し，すべてを同様に捉えるわけには行かない．ここでは，学習・教育において取り扱わ

れている問題を対象として，それらの分類について述べる． 
 最も明確に定義された問題の一つが，初期状態，目標状態，状態変更オペレータ，状態や

オペレータに関する制約条件，で表現される「良定義問題」である．この良定義問題での問

題解決とは，初期状態から目標状態を作り出すことにある．算数や数学の計算問題や式変形

の問題は，この良定義問題に当てはまる．ここで，一般的な良定義問題の定義においては，

探索を行うことによって問題解決を行うことになるが，学習・教育の文脈における問題解決

では，オペレータを効率的に用いた問題解決を行えるようになることを求める．ここでオペ

レータを公式などの一般性の高い知識であるとすると，問題演習によって学習者に獲得させ

ようとしているのは，その公式などの一般性の高い知識の使い方であるということになり，

個々の知識や問題に強く結び付いた領域固有のヒューリスティックスがそれに相当するとい

える．また，複数のオペレータがチャンク化されたマクロなオペレータとその使い方として

のヒューリスティクスが結合したものがいわゆる解法，ということができる． 
 良定義問題以外の問題は，良定義問題へ変換可能な問題と，良定義問題にできない問題に

分けることができる．変換可能な問題は，更に，情報が過剰であったり不足している場合を

考えることができる．良定義問題にできない悪定義問題は，その解決プロセス及びその解の

妥当性を客観的に説明することが困難な問題であり，直接的に計算機による解決支援の対象

とすることが難しいものであるが，間接的な支援は行われているので，どのような支援が可

能かという観点から悪定義問題についても説明する． 
 算数や数学などでは，文章で問題を与え，計算によって解を導くといったいわゆる文章題

が重要な役割を果たしており，計算問題と対比されることが多い．計算問題は典型的な良定

義問題であるが，文章題も同様に解決に必要十分な情報を含んでおり，またその計算過程は

計算問題と同じものとなる．したがって，計算問題と同様の問題空間で処理可能なように問

題を定式化する過程を含んだ解決が行われる問題として文章題を定義することができる．定

式化過程を含んだ問題解決を行わせる学習上の意義は，その定式化能力の向上といえる．こ

のため，定式化過程を含む問題解決の支援を実現するためには，出題や解答評価，解決支援

においてこの定式化過程を考慮する必要がある．計算問題を取り扱う場合と比較して複雑と

なるため，実用的なシステムとしてまだほとんど存在しないが，定式化過程を含んだ問題解

決のモデル化と共に，このような解決支援のついての研究が進められている． 
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 定式化過程を含んだ問題でも，必要十分な情報で構成されているのが一般的である．これ

は，学習者を混乱させないという教育的配慮を反映したものであるが，反面，提供されてい

るすべての情報が問題解決に関係するという前提の元での問題解決が行われることになり，

個々の情報を十分に吟味して問題解決を行うことを必ずしも促していないといえる．このこ

とに着目すると，不必要な情報を問題に含めておき，取捨選択を行わせるような問題（情報

過剰問題）が有効と期待できる．更にこれを発展させると，学習者の情報の取捨選択活動に

よって，問題を作る，ということを行わせることも可能となる．また，文章題を前提として

考えると，通常は文章のもっている文構造によって与えられる情報間の関係についても学習

者に組み立てさせる，つまり文章を組み立てさせることで問題を作らせたり，あるいは問題

として成立させるために新しい情報の追加が必要となる，といったような問題作りを行わせ

ることも考えられる．このような設定は，情報不足をともなった問題と捉えることができ，

不足情報の発見とその追加を行うことで，それらの情報の必要性と用い方に関する理解を深

めることができると期待できる． 
 前述の問題は，元々良定義問題への変換が可能なものであり，計算機によりその過程を処

理することが可能なものであった．これに対して良定義に変換困難な問題も教育・学習の文

脈において用いられる．例えば，ある論題についての意見を述べるレポートを作成する，あ

るいは，それについての討論・結論を導く，といった課題がそれに相当する．このような課

題においては，問題の状態や遷移オペレータを記述することは不可能であり，また，目標状

態を定めることも難しいので，評価も困難であるということができる．このような問題の解

決過程を支援する場合には，外化支援と協調支援が主な支援方法となり，その外化された解

決過程や解答，及びそれらに対する意見表明を共有化することに ICT が活用されることとな

る． 
 
4-8-3 問題理解 

 問題理解という言葉は，(1)問題の定式化，(2)問題解決，(3)問題間の関係の把握，の三つ

の異なる意味で用いられることがある．前述のように問題の定式化とは問題の良定義な問題

に変換することであり，変換されればその解き方は自明である場合が多い．例えば算数の文

章題であれば，その問題がどの解法が適用できる問題であるかを考える過程が問題の定式化

であり，それが終われば計算問題となる．この場合，計算として解決できるようにしたこと

が問題を理解したことであるといえる．この意味での理解を支援するためには，問題の解釈・

変換過程を支援することになり，解釈のためのヒントの提示や，関連する問題の提供，と

いったことがその有効な支援となる． 
 問題はすでに定義したように，未知の情報を含んでおり，問題解決の結果としてその情報

が既知となる．問題に関する情報をすべて明らかにした時点を問題理解と考えてもよく，問

題を解くことが問題を解くこととなる．また更に，単に問題を解けた場合と，その解くため

に用いた知識がなぜ適用可能であったのかまで把握している場合に分けられるとされている．

この分け方は用いられた知識に焦点を当てたものであるが，前者を知識の道具としての利用

と捉えて道具的理解と呼び，後者と問題と適用された知識との関係が明らかになっていると

いう意味で，関係的理解と呼ぶことがある．この意味での問題理解を支援することは問題解

決の支援と同じとなる． 
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 上記の二つは問題を解決するまでの過程における理解である．これに対して，ある問題が

他の問題とどのように関係しているかを把握することも，問題理解と呼ぶことができる．良

定義の問題において，初期状態や目標状態あるいは制約を変更するなどすることで異なる問

題を作成することができる．この際，元の問題との関係は新しい問題の説明として重要とな

る．また，問題を定式化するとは，その問題を類型化するということであり，その類型化は

他の問題との関係を表したものであるということができる．このような理解は，問題の関係

的理解と呼ばれる．このような理解の促進方法としては，問題を変更して新しい問題を作成

するといった問題変更演習が一つの有力な方法となっている． 
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■S3 群－11 編－4 章 

4-9 Web ベースの学習支援システム 
（執筆者：長谷川 忍）[2008 年 12 月 受領] 

 広域情報システムとして発達した World Wide Web（Web）を学習活動のプラットフォーム

と見なし，教育や学習に役立つ情報資源を学習リソースとして活用する Web-based Learning
（WBL）が近年注目を集めている．WBL は従来の教育・学習環境における時間的・空間的

な制約を軽減し，ネットワーク社会における「開かれた」教育・学習環境を実現するために

必要不可欠な基盤となりつつある．ここでは，WBL における学習過程及び学習リソースの特

徴について述べ，WBL を効果的に実現する学習支援システムについて概説する． 
 
4-9-1 WBL における学習過程と学習リソース 

 WBL において想定される典型的な学習過程として，図 4･14 に示す主体的学習と構成的学

習があげられる．主体的学習とは，学習者が設定した学習目的をもとに学習リソースを選択

（ナビゲーション）しながら学習を進める過程である．一方，構成的学習とは，学習者が学

習した内容を内省（リフレクション）しながら知識として構造化する学習過程を意味する．

学習者自身による学習過程の管理・調整が要求される WBL は，従来の学習者受容型の教育

アプローチと比較して，学習者の知識構成能力の発達に大きく貢献するものと考えられる 1)． 

 
図 4・14 WBL における主体的学習と構成的学習 

 学習リソースの観点から WBL を捉えると，Web 上の任意のドキュメントを学習リソース

として活用するアプローチと，教育機関などで提供される e ラーニングコンテンツを学習リ

ソースとして活用するアプローチとに大別できる．前者の特徴は，同一トピックに対して様々

な立場の作成者によって記述されたリソースが存在するため，ナビゲーションにおける学習

者の自由度が非常に高いことがあげられる．更に，学習項目や学習経路は学習者自身が主体

的に設定するため，学習者によって学習過程や構成される知識構造が異なったものとなる．

一方，後者のアプローチは，従来行われてきた対面講義と同等のカリキュラムをコースウェ

アとして電子教材化したものである．近年では，Web 上に講義ノートや講義映像などといっ

た講義情報を公開する OCW（Open Courseware）の展開も盛んである．これらのリソースは，

時間的・空間的な制約を軽減可能な WBL を通じた教育課程の実現や教育資源へのオープン

アクセスの提供に利用されている． 
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4-9-2 ナビゲーション支援システム 

 WBL において学習リソースが提供する学習空間は，一般に非連続的かつ多次元的な構造を

有している．このため，学習可能な経路は無数に存在し，ドキュメント間の関係が不明確と

なり，物理的に全体像を捉えることが困難である．これらの問題を解決するナビゲーション

支援システムは，図 4･15 に示すように大きく以下の 3 種類のアプローチに分類される． 
(1) 大域的ナビゲーション支援 
 大域的ナビゲーション支援とは，学習リソースに含まれる概念間の関係を構造化した概

念地図 2) やリンクによるノード間の関係を構造化した空間地図などといった学習リソー

スの構造情報を学習者に提供することにより，学習者が概念的または物理的な全体像を俯

瞰的に把握することを支援するアプローチである． 
(2) 局所的ナビゲーション支援 
 局所的ナビゲーション支援とは，学習者の理解度や進捗状況に合わせてナビゲーション

すべきノードやリンクの候補を適応的に推薦または動的に生成するアプローチである 3)．

また，リンク先のページのサムネイルや概要を表示することで局所的な見通しを与えるア

プローチも存在する 4)． 
(3) 目的指向ナビゲーション支援 
 目的指向ナビゲーション支援においては，ノードの概要情報と空間地図を自動生成して，

学習目的に応じた学習経路のプラニングを支援する環境を提供する 4)．学習者自身が予め

プラニングを行うことによって，学習者の主体性を損なわずにナビゲーションの概要を前

もって把握することが可能であり，学習が集約的に進むことが期待できる． 

 
図 4・15 ナビゲーション支援システムの分類 

 
4-9-3 リフレクション支援システム 

 WBL においては，膨大な情報が分散して存在するため，学習が進むにつれて，それまでに

何をなぜ学習してきたかが不明瞭になり，知識の構築・再構成に失敗することがしばしば起

こる．このため，学習者自身が構成してきた知識や学習目標の達成状況についてのリフレク

ションを促進することが必要不可欠である．こうした問題を解決するリフレクション支援シ

ステムは図 4･16 に示すように大きく以下の 3 種類に分類される． 
(1) 履歴・ブックマーク 
 Web ブラウザがもつ履歴機能やブックマーク機能によって，過去の学習行動を保存し，す
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でに訪れたページへの再訪問を容易に行うことができる．ただし，WBL で得た知識構造をリ

フレクションできるかどうかについては学習者の能力に委ねられることになる． 
(2) 学習履歴に対するアノテーション 
 学習履歴に対するアノテーションとは，学習者が学習履歴に学習目的などを注釈として付

加することにより，リフレクションを支援する機能である 5)．これにより，ノード間の関連

性や学習時の意図などを含めてリフレクションを行うことができる．また，アノテーション

の修正・削除・追加などを通じて知識構造の再構成を対話的に行うことが可能である． 
(3) 知識外化 
 知識外化とは，学習者の知識構成過程を通じて得られた知識構造を学習者自身に外在化さ

せることにより，学習者自身が学習状態を明確に意識し，リフレクションを促進するアプ

ローチである．一般に知識外化は自発的に起こりにくいため，学習過程の明示，外化環境の

提供，外化の方向づけなどを組み合わせて，学習者の主体性を可能な限り損なわずに知識構

造の外化を通じたリフレクションの促進を実現することが重要である 6)． 

 

図 4・16 リフレクション支援システムの分類 

 
4-9-4 学習リソースの組織化・学習管理システム 

 Web 上には膨大な数の学習リソースが存在しているため，それらの中から適切な学習リ

ソースを発見することは，学習者にとって非常に困難である．また，Web において目的とす

る情報を探すために一般的に利用される検索エンジンではキーワードやリンクによって重要

度が判定されるため，学習リソースの収集に最適化された検索結果を得ることができるとは

限らない．このような状況を改善するため，Web 上の学習リソースを収集・分類・組織化す

るプロジェクトが世界各地で展開されている 7)． 
 一方，学習管理システム（Learning Management System：LMS）とは，教育機関などで提供

されるカリキュラム及び学習リソースの一元管理や学習者の履修状況管理，学習履歴管理，

コミュニケーション支援などの機能により，e ラーニングによる単位認定などの WBL を統合

的に実現するために効果的なプラットフォームを提供するシステムである． 
 一般にこれらのシステムは，学習リソースの相互運用性の向上を目的として SCORM に代

表される標準規格をサポートしている．このため，標準規格に対応する学習リソースを作成

するオーサリング支援システムは必要不可欠である．特に，学習リソースを管理するために
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利用される LOM（Learning Object Metadata）は多岐にわたり，作成時の負荷も大きいことか

ら，LOM のインデクシングを支援することは重要な研究課題となっている 8)． 
 これらのシステムを利用した WBL においては，個々の学習者が自身の意欲や理解度に合

わせて学習を進める自由度の高い学習行動が可能であり，積極的な学習者にとっては非常に

高い学習効果が期待できる．このため，主体的・構成的な学習を支援するシステムを支援機

能として取り込むことが行われている．一方，学習者自身が主体的に学習のペースをつかむ

ことが難しく，理解に行き詰った学習者が構成的に学習を継続することも容易ではないため，

学習途中のドロップアウトが対面講義と比較して多くなることも指摘されている 9)．これら

の問題に対しては，学習者対講師や学習者同士のグループ学習を実行するためのメールや掲

示板などの非同期型ツール，チャットやアプリケーション共有などの同期型ツールに代表さ

れるコミュニケーション支援機能が利用される． 
 
4-9-5 まとめと今後の展望 

 Web ベースの学習支援システムは，WBL のポテンシャルに注目し，従来の対面講義では

困難であった地理的・時間的な制約の緩和や異なるタイプの学習を効果的に実現するための

様々なアプローチを提供している．今後は，Web 上で分散して存在する e ラーニングコンテ

ンツを含むあらゆる学習リソースを多様な学習過程でシームレスに活用して学習するための

プラットフォームの開発が望まれる．また，多数の学習者のソーシャルな学習文脈を活用し

て，個々の学習目的や能力に応じて高度にパーソナライズされた支援機能を提供することも

必要不可欠である．更に，学習者ごとに異なる学習過程が想定される WBL において，シス

テムを評価するための効果的な指標を検討することも重要な課題であると言えよう． 
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■S3 群－11 編－4 章 

4-10 障害者教育支援システム 
（執筆者：棟方哲弥）[2009 年 3 月 受領] 

4-10-1 障害者教育支援システムと福祉工学 

 障害者の支援を行う工学の分野には，本節で述べる障害者教育支援システムのほかに，福

祉工学や福祉情報工学がある．実態とすれば，同じ研究論文が教育工学（ET）研究会で発表

されても，福祉情報工学（WIT）研究会で発表されても，おそらく違和感はないであろう．

しかしながら，伊福部 1) は，福祉工学を「人間の非改造」を基本とする障害を補助・代行す

る“工学分野”と位置づけている．厳密な区別は，後の述べるように難しいが，本質的な意

義やアプローチは，障害者教育支援システムと福祉工学では異なっている． 
 本節では，はじめに，障害者教育支援システムは”教育工学”の分野であることを改めて

確認する．そうすることで，現状で曖昧になりつつある両分野の境目をより明確にし，この

知識ベースが本領域に科された固有の使命を果たす研究を積み重ねるための大切なスタート

地点になることを願う． 
 
4-10-2 障害者教育支援システムの黎明期 

 とはいえ，両者が，それぞれの研究成果を共有し，相互にそれを高めていく体制が必要な

ことも言うまでもない．実際には，伊福部 1) が定義する福祉工学となる「失われたり衰えた

りした感覚や手足，更には脳の機能を，機械で補助したり代行したりする」分野は，障害者

の教育工学のルーツの一つであった． 
 例えば，1972 年の電子通信学会教育技術研究会の特集“特殊教育への教育工学の応用”で

は，「身体障害者用印字装置」という運動機能の筆記を代行する“福祉工学”のアプローチと

合わせて，知的障害（当時は精神薄弱児）へのプログラム学習とフィードバックの原理を応

用した「K･R 遅延式レスポンスアナライザ」の報告があり 5)，詫間 6) は，この領域を「心身

障害児の学習能力及び生活能力（ADL：Activities for Daily Life）の向上を理工学的手法によ

り支援する応用科学」と表現している． 
 興味深いのは，研究会の後に，知的障害児へのプログラム学習とフィードバックの原理に

よる学習の効果について，末武と小柳 2) が“教育工学的考え方”が特殊教育でいかに効果的

であるかを示す好例であることを述べていることであり，当時からすでに，両者の区別を成

していたと考えられることであった． 
 同じ頃，米国では 1972 年に，現在の CEC（Council for Exceptional Children）のテクノロジー

とメディア部門（Technology & Media Division）の前身である特別教育工学協会（Association for 
Special Education Technology）が設置されて，以下の七つの具体的な目的をあげていた． 
 (1) 特別教育のための教材の改良と改善 
 (2) 特別教育のための新技術開発の触発 
 (3) 特別教育の特有なニーズの同定と発表 
 (4) 特別教育と教育工学の両分野の協同の促進 
 (5) 有効な特別教育教材の開発や作成の促進 
 (6) 特別教育におけるテクノロジーの関する連邦法の改善 
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 (7) 特別教育に教育工学を位置づけること 
 なお，米国では 1978 年に特別教育工学研究（Journal of Special Education Technology）が創

刊され現在に至っている． 
 更に同時期，末武 4) は，特殊教育の目的を当時の学校教育法から紐解いて，その問題点解

決のための教育工学的なアプローチとして以下の四つをあげている． 
(1) 対象となっている子どもたちの心身の欠陥をできるだけ補う方法を作り，実践するこ

と． 
(2) 彼らとわれわれの間の相互のコミュニケーションが容易になるような法方法と簡易な

ハードウェアを作ること． 
(3) 彼らに適した教育の方法を更に追求して実践すること． 
(4) 世論に訴えて，特殊教育に対する関心を高め，国家的な見地からその実施をより大き

くすること． 
 この当時の研究動向については，詫間と中村 8) が丁寧に整理している．この中で，詫間と

中村 8) は，研究の準拠枠（The Frame of Reference）を提案している．例えば，個人や集団な

どの行動（Behavior）の軸と，感覚機能，理解・判断・動作といった課題（Task）の種別と

いう軸で構成される平面に，各種の障害（視覚，聴覚，精神薄弱，肢体不自由，病弱・虚弱，

情緒，重複）の軸が加わる研究領域空間を提案したのであった．それらに加えて，1979 年か

らの養護学校義務制に向けた重度重複児への教育工学的アプローチの役割への期待を述べて

いる． 
 その方面の研究動向は続く松本 13) に詳しいが，そこでは，それらの研究の多くが“福祉系

の研究機関や教育現場の実践的な研究報告”であったと述べている． 
 ところで坂元 18) は教育工学について，実践性と開発志向性が強い学術分野であり，現実や

未来の教育改善を目指し，有効な技法，技術，仕組みを考案し，開発し，実践を通した評価・

改善を必要とする実際的な学問分野と位置づけている．一方，「障害者教育」もまた，上記と

同じ実際的なアプローチが行われるため，例えば，中村 3) は，障害児教育そのものが，障害

による種々の困難を解消ないし軽減するための工夫として行われることで，結果として教育

工学というカテゴリーに分類できる成果を生んでいる 3) との認識を示している．「障害児教

育」の研究者の感情は別として，本領域の充実にとって有り難く，また興味深い事実である． 
 そして，この時期の障害児の教育工学は，すでに，以前の重度重複児へのアプローチへの

期待から，より軽度の子どもの教科指導へと期待が転換し，更にユニバーサルデザイン

（Universal Design）へと広がる 3) と予測されていく． 
 
4-10-3 研究パラダイムとその転換 

 障害者教育支援システムの研究を行う際は，その時代における障害の捉え方や技術革新を

掌握し，研究パラダイムを意識することが必要となる．このために障害の支援に関する時代

による変遷と障害の捉え方・考え方について検討する． 
 
(1) 心身機能の欠陥パラダイム 

 末武 4) と末武と小柳 2) は，心身障害児のモデルとして，人間の情報活動のモデルと受容器

の障害を補うモデルを提案している． 
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 まず，末武と小柳 2) は，一般に，複雑な要素が関連する課題に取り組む際に，これを取り

扱う手段として，単純なモデルを作り，その対策を見出す手法 2) を利用したのが，図 4･17
の人間の情報活動のモデルである．このモデルでは感覚器や運動機能の欠陥とその補償につ

いて明確にされるが，実際の活動や，その活動する場面，あるいは，その“人”の個性や属

性について一切捨象したモデルとなっている．図 4･18 は，受容器の障害を補うモデルの直

接的補助(b)と間接的補助(c)で，前者が拡大，後者は感覚代行と言えよう． 
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図 4・17 末武・小柳による人間の情報活動のモデル 
（出典：末武・小柳, 電子通信学会誌, 1974 2)） 
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図 4・18 末武・小柳による受容器の障害を補うモデル 
（出典：末武・小柳, 電子通信学会誌, 1974 2)） 

 
 

電子情報通信学会「知識ベース」 © 電子情報通信学会 2011 46/(50) 



S3 群－11 編〈ver.1/2011.7.4〉 
 

(2) 活動や参加とその背景要因を考慮するパラダイム 

 次に，Cook と Hussey 12) による HAAT（the Human activity assistive technology）モデルを図

4･19 に示す．これを見ると，心身機能の欠陥パラダイムには見られない Context（背景要因）

が現れることが理解される．人間の活動は，常に，それが行われる場（家庭，学校，職場，

共同体）と社会・人間関係に関する背景（親しい間柄，見知らぬ相手，一人）と文化的背景，

更には物理的な背景（明るさ，音響，熱）を考慮すべきことが Cook と Hussey 12) により提起

されている． 

Context

Human

Activity
Assistive 
Technology

 
図 4・19 Cook & Hussey よる HAAT モデル 

（出典：Cook & Hussey, “Assistive Technologies Principles 
and Practice Second Edition,” Mosby, p.37, 2002 7)） 

 これらは，世界保健機構（WHO）の ICF（国際生活機能分類）でも同様のことが指摘され

た．例えば，生活機能と障害は，背景因子によって影響を受けること，とりわけ，活動と参

加の領域について，実行状況（Performance）と能力（Capacity）の二つ分けて，その状況は

背景因子（Contextual Factors：環境因子と個人因子があるが，現在は環境因子のみを扱う）

により影響を受けるとする考え方である（図 4･20）． 

 

健康状態
(変調または病気)

参加活動

個人因子環境因子

心身機能・
身体構造

図 4・20 WHO による ICF の構成要素間の相互作用 
（出典：世界保健機構, “ICF 国際生活機能分類－国際障害分類改訂版－,”2002 7)) 

 
 世界保健機構の ICF の考え方は，中央教育審議会答申 10) において，特別支援学校におけ

る 12 項目の改善の基本方針の一つに入れられた．したがって，学校をフィールドとする研究

においては，今後，上記のような枠組みの中での開発・研究が必要となる． 
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(3) 特殊教育から特別支援教育への転換 

 教育工学が，実践性と開発志向性が強い学術分野であり，実践を通して評価・改善を必要

とする分野であるからには，教育制度や学校システムへの整合性は重要である．本領域で言

えば，特殊教育から特別支援教育への転換であろう．文部科学省初等中等教育局長通知（19
文科初第 125 号）に「特別支援教育は，障害のある子どもたちへの教育にとどまらず『共生

社会』の形成の基礎となる我が国にとって社会にとって重要な意味をもつ」と謳われて開始

された特別支援教育は，すべての小学校・中学校・高等学校と特別支援学校において行われ

ること，更に，発達障害のような，新たな障害への対応も合わせて求められるようになった． 
 すでに具体的な対応も行われている．特筆すべき例として，中邑 14) が発達障害者へのテク

ノロジーの活用の考え方（“字を書くのが遅ければワープロで（本文より）”）と具体的なハー

ドウェアとソフトウェアを紹介し，天野 21) は，学習障害の予防教育と題して，コンピュータ

のソフトウェアを開発・提供した．天野の研究は，自身が 1979 年から行ってきた形成的評価

による実証的研究に基づいている．技術の進展が速く，開発と評価のサイクルが比較的に教

育工学分野では，長期にわたる定量的な評価が行われづらい中で，天野 21) の学習プログラム

は，プログラムを構成するために，長期の実証実験が行われているが，この研究は，中村 3) の

いう“結果として教育工学分野のカテゴリーに入る”門外漢の研究であり，その意味では，

この領域の研究者の発憤を期待をしたい．これは，巌淵 15) が欧米のコミュニケーション支援

の研究で「科学的根拠をベースとした実践（EBP：Evidence-Based Practice）」の重要性が増し

ていることを報告していることを考えれば，より強調されるべきであろう． 
 
4-10-4 今後の研究の方向性について 

 冒頭に紹介した伊福部 1) は，大脳の疾患に起因する障害（失語症，痴呆症，知的障害，学

習障害）について，“機械で補助代行する工学分野”である福祉工学からのアプローチによっ

ては糸口が見えない 1) と表現している．同様に，当時，東京学芸大学・教育工学センターの

伊沢 22) は，感覚障害を補う分野のアプローチは，機械などを使うことが分かりやすいと述べ

たうえで“中枢の障害の場合には，いきなり機械とか装置とかを使うという問題の前に，ま

ずプログラムそのもの，学習あるいは教育をプログラムそのものからもう一度科学的に考え

る”ことの必要性を指摘した．これらについて確信が得られていないとすれば，これらは，

まさに冒頭に述べたように，“教育工学”の分野の使命として取り組むべき課題であろう． 
 末武 4) による問題点解決のための教育工学的な四つのアプローチは，当時の学習指導要領

への対応として構想されたものであるため，今後も，本分野おいて，その時代の研究者が検

討すべきものである．具体的には，障害の多様化と障害観の転換，教育の場の多様化，新技

術の台頭などであろう． 
 米国では Edyburn 20) が，障害のある子どもの通常の学級へのインクルージョンのための最

も重要な問題は，その子どもがカリキュラムにアクセスする手だてであるとしたうえで，

Web 2.0 やオープンソース，Creative Commons（http://creativecommons.org）という新しい枠組

みによって，アクセシブルな学校用の教材をユーザの手で作り上げることが可能であると提

言している． 
 渡部 16) は，テクノロジー研究で得られた知見，特にロボット開発で得られた知見を自閉症

教育に応用した成果を報告している．このようなアプローチは，中村 3) の指摘した障害に関
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する研究の一部が結果として，教育工学のカテゴリーの入るという説明の逆の作用として，

教育工学あるいは工学の考え方が，結果として，教育の本質的な部分に貢献する可能性が生

まれることを示唆していると思われる． 
 中邑 14) は，知的障害及び自閉傾向をもつ子どものVOCA（Voice Output Communication Aids，
あるいは SGT：Speech Generation Device）の利用について，その利用の可能性を示した一方

で，“絵画語彙検査で高い得点を示すだけの視覚言語理解がなければ実用的な VOCA 利用は

困難”14) であることを合わせて明らかにしている．教育現場で，これらの研究の成果を利用

するときには，利用した際の有効性はもちろんのこと，予め，使用しても有効とならない条

件などが事前に，はっきりしていることが重要である． 
 さて，ここまで書いてきたが，この分野の研究がどこまで進んだのかと問われると答えに

窮するように思う．この原因は，おそらく到達点を示すべき対象があまりに多いことにある

と思われる．例えば，先に述べた詫間と中村 8) の研究の準拠枠を例にとれば，最低でも数十

の組合せが存在し，それほど多くない研究者が，それぞれに十分な研究ができる状況とは言

い難い．そこで最後に，そのような状況を踏まえて，知見を積み上げる必要性について触れ

たい． 
 伊藤英一 17) は，Shannon のコミュニケーションモデルを使って障害者別のコミュニケー

ションメディアの違いを整理した．これ自体は優れた内容であったが，菅井勝雄 19) は，同じ

モデルで，障害別の通信系モデルを整理することを提案していた．30 年の時を経ていること，

掲載されている冊子の分野が異なること，シャノンのモデルは 1948 年のもので良く知られて

いることなどからすれば，やむを得ない状況と理解する一方で，知の積み上げという視点か

らすれば，大変に悔やまれる状況である．その意味で，本領域には，個々の研究を着実に進

めることは言うまでもなく，関連分野を広く横断する研究情報の集積と定期的で包括的なレ

ビューがなにより必要である． 
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